
 

 

 

 

 

 

第 ２ 日 目 

 

 

 

（６月29日） 

 



第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成23年６月29日) 

 

第 ２ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成23年６月29日(水曜日) 

            午前９時59分開議 

            午後０時14分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成23年度主要事業等の説明（環境生活

部・病院局関係） 

 議案第18号 平成23年度熊本県一般会計補

正予算（第３号） 

 議案第19号 平成23年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還

等特別会計補正予算（第１号） 

 報告第１号 平成22年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第８号 平成22年度熊本県病院事業会

計建設改良費繰越額の使用に関する計

画の報告について 

 報告事項 

  ①水俣病対策の状況等について 

  ②地下水保全に係る主な取組状況につい

て 

  ③ダイオキシン類対策特別措置法に基づ

く調査測定等（平成22年度）の結果に

ついて 

  ④「水俣湾環境対策基本方針」に基づく

水俣湾の環境調査及び水俣湾埋立地の

点検・調査結果（平成22年度）につい

て 

  ⑤公共関与による管理型最終処分場の整

備について 

  ⑥第９次熊本県交通安全計画の作成につ

いて 

  ⑦熊本県犯罪被害者等支援に関する取組

指針（第２次）の策定について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 溝 口 幸 治 

        副委員長 上 田 泰 弘 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 九 谷 高 弘 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部                          

         部 長 谷 﨑 淳 一 

      政策審議監兼 

      環境政策課長 内 田 安 弘 

        環境局長 山 本   理 

      県民生活局長 田 中 彰 治 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

     水俣病審査課長 高 山 寿一郎 

    環境立県推進課長 田 代 裕 信 

      環境保全課長 清 田 明 伸 

      自然保護課長 小 宮   康 

     廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

    公共関与推進課長 中 島 克 彦 

  くらしの安全推進課長 松 山 昌 紹 

      消費生活課長 杉 山 哲 恵 

      首席審議員兼 

 男女参画・協働推進課長 中 園 幹 也 

    人権同和政策課長 清 原 一 彦 

 病院局 

     病院事業管理者 横 田   堅 

      総務経営課長 田 原 牧 人 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 
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     議事課課長補佐 濱 田 浩 史 

   政務調査課課長補佐 森 田   学 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、昨日に引き続

き委員会を開きます。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることにいたしまし

た。 

 本日の委員会は、執行部を交えて初めての

委員会でありますので、執行部の幹部職員の

自己紹介をお願いします。 

 紹介は、自己紹介名簿に従い、課長以上に

お願いいたします。 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

  （環境生活部長～人権同和政策課長、病

院事業管理者～総務経営課長の順に自

己紹介) 

○溝口幸治委員長 あと、審議員、課長補佐

については、お手元の委員会資料に入ってお

ります。ぜひ名乗りたいという方がいらっし

ゃったら――いいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 それでは、主要事業等の

説明及び付託議案等の審査に入りますが、質

疑については、執行部の説明を求めた後に受

けたいと思います。 

 本日の説明等を行われる際、執行部の皆さ

んは着席のまま行っていただきたいと思いま

す。 

 それではまず、環境生活部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から資料に従い説

明をお願いいたします。 

 谷﨑環境生活部長。 

 

○谷﨑環境生活部長 それでは、総括説明を

させていただきます。 

 初めに、平成23年度の環境生活部の概要に

つきまして御説明を申し上げます。 

 まず、当部の組織、機構でございますが、

新たに、部内局として、環境局及び県民生活

局を設置しまして、２局12課２出先機関とい

う構成でございます。昨年度からの主な変更

点としましては、総務部から男女参画・協働

推進課を移管し、課内室でありました環境立

県推進室及び公共関与推進室をそれぞれ課に

改編いたしております。 

 次に、平成23年度当初予算でございます。

一般会計の当部関係予算は、総額181億8,500

万円余でございます。 

 その主な施策について御説明をいたしま

す。 

 まず、水俣病対策につきましては、特別措

置法により、被害者の方々を可能な限り早期

に救済するため、現在全力を挙げて取り組ん

でおります。本年度の予算は、その救済に伴

い必要となる療養費等を計上いたしておりま

す。また、胎児性・小児性患者の方々やその

御家族が住みなれた地域で安心して暮らして

いただけるよう、日常生活を支援する福祉サ

ービスの充実にも取り組んでまいります。 

 水銀削減に向けた取り組みにつきまして

は、平成25年度に我が国で開催される予定の

水銀条約に関する外交会議の招致も視野に置

いて、エコパーク水俣等の水銀灯や蛍光灯を

ＬＥＤ照明に変えるとともに、県内の水銀含

有製品に関する現況調査等を実施することと

しております。 

 環境施策の総合的推進につきましては、３

月に策定いたしました第４次熊本県環境基本

計画の周知を図るとともに、環境教育学習の

機会提供や環境保全活動を推進してまいりま

す。 

 地球温暖化対策につきましては、家庭部門

での温室効果ガスの排出削減を進めるため、

環境に配慮した行動を実践する方々に、一定

のサービスが受けられるポイントを交付する

仕組みを試行するほか、事業部門では、省エ

ネ設備の導入やエコ通勤を推進する事業者を

支援するなど、県民総ぐるみの地球温暖化防
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止活動の拡大に取り組んでまいります。 

 有明海・八代海の再生につきましては、有

明海・八代海再生に向けた熊本県計画に基づ

き、引き続き種々の環境保全活動に取り組み

ます。また、有明海や八代海での水質環境基

準未達成海域において、引き続き重点的な水

質調査を実施するほか、新たに、沿岸５県が

共同して行う広域かつ長期の水質調査にも取

り組んでまいります。 

 地下水対策につきましては、水量、水質の

両面に係る保全対策の充実強化を図るため、

地下水保全条例の改正に取り組みます。ま

た、地下水は公共水であるとのキャンペーン

を展開し、県民、事業者、行政が一体となっ

た地下水保全の協働体制づくりを推進しま

す。さらに、硝酸性窒素による汚染の防止対

策にも取り組んでまいります。 

 大気や水質保全につきましては、引き続

き、大気や公共用水域の常時監視を行うとと

もに、排出事業者への立入調査の実施によ

り、公害防止並びに環境の保全に努めてまい

ります。また、光化学スモッグ等の原因とな

る物質についても、九州各県や国と連携いた

しまして、越境汚染とのかかわりの解明に努

めてまいります。なお、福島第一原子力発電

所の事故に伴い、空間放射線量や降下物等に

含まれる放射線量の測定も継続してまいりま

す。 

 有害鳥獣対策につきましては、シカ、イノ

シシ、猿による農林業等被害の軽減のため、

捕獲に係る市町村への補助を拡充いたしま

す。また、宇土半島で被害を及ぼしておりま

すクリハラリスの捕獲についても市への補助

を新たに行います。 

 廃棄物対策につきましては、昨年度策定い

たしました新たな廃棄物処理計画に基づき、

廃棄物の排出の抑制、再使用、再生利用及び

適正な処理の推進に取り組んでまいります。

 公共関与による管理型最終処分場の建設に

つきましては、引き続き、地元住民の方々の

御理解が得られるよう丁寧な説明を続けると

ともに、環境アセスメント手続等を着実に行

ってまいります。 

 安全安心まちづくりにつきましては、交通

安全や防犯への意識が高い元気な高齢者の方

々に、ひとり暮らし等の高齢者宅を訪問して

いただき、交通安全等の啓発活動等を行って

いただく取り組みを新たに行います。また、

犯罪被害者等の支援につきましては、被害

者、その家族及び遺族の方々が必要とされる

支援を適切に受けられるよう各種施策を進め

てまいります。 

 消費者行政につきましては、多重債務者対

策として、債務整理から生活再建までの一貫

した支援に引き続き取り組むとともに、国の

交付金を財源に造成した消費者行政活性化基

金を活用して、市町村の消費生活相談窓口の

機能強化にも努めてまいります。 

 男女共同参画の推進につきましては、性別

にかかわりなく、だれもがその個性と能力を

十分に発揮することができる社会の実現に向

け、３月に策定いたしました第３次熊本県男

女共同参画計画に基づき、県民や事業者、市

町村と連携を図り、総合的かつ計画的に取り

組みを進めてまいります。 

 人権教育・啓発の推進につきましては、同

和問題を初め、ハンセン病や高齢者、障害者

をめぐる問題など、さまざまな人権問題の解

決に向け、熊本県人権教育・啓発基本計画に

基づきまして、県民の人権意識の高揚を図る

ための取り組みを進めてまいります。 

 次に、熊本県のチッソ株式会社に対する貸

付に係る県債償還等特別会計予算でございま

す。 

 チッソ県債に係る元利償還金等の年間所要

額等を計上しており、総額は115億1,900万円

余となっております。 

 以上、一般会計と特別会計を合わせまし

て、環境生活部の予算総額は297億5,000万円

余となります。 
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 次に、本議会に提案しております環境生活

部関係の議案の概要につきまして御説明を申

し上げます。 

 今回御提案申し上げております議案は、追

加提案分を含めて予算関係２議案、報告１議

案の合計３議案でございます。 

 第18号議案の平成23年度熊本県一般会計補

正予算で総額22億2,400万円余、第19号議案

の平成23年度熊本県のチッソ株式会社に対す

る貸し付けに係る県債償還等特別会計補正予

算で総額20億5,800万円余の増額補正をお願

いいたしております。 

 その内容は、水俣病被害者の救済及び水俣

病問題の解決に関する特別措置法に基づきま

して、一時金の支払いを円滑に実施し、被害

者の早期救済を図るため、チッソ株式会社に

対して、その資金を追加して貸し付けるため

の経費でございます。 

 これによりまして、環境生活部の補正後の

予算総額は、一般会計と特別会計を合わせま

して339億8,700万円余となります。 

 次に、報告第１号の平成22年度熊本県一般

会計繰越明許費繰越計算書の報告についてで

ございますが、水俣病患者施設の医療福祉機

能向上支援事業など、４事業につきまして、

平成22年度から23年度へ予算を繰り越したも

のでございます。 

 このほか、水俣病対策の状況等についてな

ど、７件について御報告させていただくこと

としております。 

 以上が当部の概要と今回御提案申し上げて

おります議案等の概要でございますが、詳細

につきましては、関係課長が御説明いたしま

すので、よろしく御審議のほどをお願い申し

上げます。 

 

○溝口幸治委員長 部長、環境生活部の予算

総額は297億500万円余……。 

 

○谷﨑環境生活部長 5,800万円――済みま

せん、297億……。 

 

○溝口幸治委員長 500……。 

 

○谷﨑環境生活部長 済みません、おわびし

て修正いたします。申しわけありません。29

7億500万円余でございます。失礼いたしまし

た。 

 

○溝口幸治委員長 それでは、引き続き各課

長から、まずは主要事業等の説明をお願いい

たします。 

 内田政策審議監。 

 

○内田政策審議監 51ページをお願いいたし

ます。 

 水俣病問題の解決に向けた対策の推進、チ

ッソの金融支援についてでございます。 

 説明の欄１に、これまでの経緯を記載して

おりますけれども、昭和53年以降、患者県

債、設備県債、一時金県債等の県債を発行

し、チッソに貸し付ける形で金融支援が行わ

れてきました。 

 平成９年度以降、中長期的な観点からの検

討が行われまして、平成12年２月に、現在の

形であります抜本的支援策が閣議了解された

ところでございます。 

 ２に、その抜本的支援策の概要を記載して

おります。ポイントといたしましては、それ

までの患者県債を廃止いたしまして、①チッ

ソの経常利益から患者補償金を優先的に支払

った後、可能な範囲で県への貸付金返済を行

い得るよう、所要の支払い猶予等を行う、②

県が県債償還に支障を来さないよう、支払い

猶予等相当額のうち、８割を国庫補助金、２

割を特別な県債で手当てすることとし、この

特別な県債については、その元利償還金を10

0％地方交付税で措置するということでござ

います。 

 ３は、今回の特措法等による救済に伴うチ
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ッソの一時金支払い支援措置についてでござ

います。昨年９月に475.5億円を措置いたし

ました。本年度当初予算に追加支援のための

経費20.2億円を計上しております。この件に

つきましては、本議会に、先ほど部長が説明

いたしましたが、追号議案として補正予算を

お願いしておりますので、後ほど改めて御説

明を申し上げます。 

 続きまして、52ページをお願いいたしま

す。 

 52ページは、チッソ県債償還等特別会計の

平成23年度当初予算措置額を記載しておりま

す。 

 予算額の欄の最下段をごらんいただきたい

と思います。総額は115億1,900万円余となっ

ております。 

 53ページをお願いします。 

 53ページは、平成22年度末のチッソ関連の

県債の償還状況でございます。今後の償還予

定額は、右側の合計欄、下段でございます

が、元利合わせて834億円余でございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 54ページは、チッソ株式会社に対する貸し

付けの状況でございます。チッソからの今後

の償還予定額は、元利合わせて、合計の欄、

下段でございますけれども、1,895億円余で

ございます。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 55ページでございますが、水銀条約外交会

議の招致と水銀削減に向けた独自の取組みに

ついてでございます。 

 まず、１の水銀条約外交会議の招致につき

ましては、平成25年に我が国で開催が予定さ

れております条約の採択と署名のための外交

会議について、本県への招致を進めておりま

す。 

 次に、これに関連いたしまして、本年度の

新規事業として、２の水銀ゼロ等推進事業を

実施いたしております。これは、水銀削減に

向けた本県独自の取り組みとして、(1)、１

つ目が、エコパーク水俣、これは水俣湾の埋

立地でございますが、この周辺の水銀灯や蛍

光灯のＬＥＤ照明への転換を進めてまいりま

す。２つ目が、水銀含有製品の使用実態等の

調査を行い、３つ目が、県民啓発のためのパ

ンフレット等の作成を行います。 

 これらの取り組みにより、外交会議の招致

と水銀条約への機運を高めてまいる所存でご

ざいます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 資料の56ページをお願いいたします。 

 医療対策の推進といたしまして、水俣病発

生地域における健康上の問題の軽減を図るた

め、水俣病被害者手帳と医療手帳を交付いた

しております。 

 まず、水俣病被害者手帳でございますけれ

ども、これは、昨年５月から、特別措置法に

基づき、申請を受け付けております。交付を

受けられ、手帳を病院の窓口等で提示をされ

ますと、保険がきく治療や薬が無料となりま

す。そのほか、はり・きゅうや手当の支給も

受けられることになっております。 

 医療手帳につきましては、平成７年の政治

解決により交付をされており、被害者手帳と

ほぼ同様の給付が受けられることになってお

ります。 

 次のページをお願いいたします。 

 水俣病被害者の方々の救済とあわせまし

て、この水俣病発生地域全体が被害を受けて

こられましたことから、地域の再生の取り組

みも進めております。 

 また、胎児性の患者の方々は、主に、高齢

となられた御両親等が介護をされておられる

ことから、御家族ともども安心して生活でき

る取り組みも行っております。 

 具体的には、(1)の環境・福祉モデル地域

づくり推進事業でございますけれども、水俣
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病犠牲者の慰霊式や地域のきずなを取り戻す

場づくりに努めております。(2)の地域生活

支援事業でございますけれども、通院の付き

添いや家事援助など、胎児性の患者の方々の

日常生活の支援を行っております。(3)のケ

アマネジメント・相談支援事業は、胎児性の

患者の方々が具体的なケアを受けられる前

に、きちんとしたケアプランの作成を行うも

のでございます。(4)のなじみホームヘルパ

ー等養成事業は、水俣病を理解したヘルパー

の養成や、胎児性の患者の方々は、先ほど申

し上げましたように、御家族中心の介護を長

年受けてこられましたことから、知らない方

がおいでになりますと、緊張により、引きつ

けを起こされたりすることがございますの

で、日ごろからなじみの関係をつくっておく

ものでございます。 

 水俣病保健課、以上でございます。よろし

くお願い申し上げます。 

 

○高山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 58ページをお開き願います。 

 当課の業務は、大きく分けますと、認定業

務と裁判への対応となっておりますが、主要

事業につきまして、認定業務について御説明

いたします。 

 国、県の責任が認められました平成16年の

関西訴訟最高裁判決後、認定申請者が増加

し、昨年７月には、4,500名を超える認定申

請者がおられましたけれども、特別措置法に

基づく救済、訴訟されていた方々との和解に

より、申請が取り下げられまして、上段の米

印のところに書いてありますように、この５

月末現在では、申請者は411人となっており

ます。 

 引き続き、疫学調査、検診を進めまして、

認定審査会の御意見を伺いながら、認定業務

を進めてまいります。 

 また、下段の(2)にありますように、認定

申請後、居住要件等を満たす方には、処分ま

での間、治療研究事業として医療費等を支給

しております。申請取り下げなどによりまし

て、この６月１日現在、223人の方が対象と

なっております。 

 以上でございます。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 59ページ、まず、環境施策の総合的推進と

いたしまして、３月県議会で議決いただきま

した環境基本計画のフォローアップ、あるい

は地球温暖化防止のための県庁率先のエコオ

フィス活動を推進しております。 

 次に、環境保全活動の推進といたしまし

て、環境立県推進課が環境教育の総合調整、

情報窓口となりまして、教育委員会等と連携

して、水俣に設置しております県環境センタ

ーを中心に、具体的な環境教育を進めており

ます。 

 新規事業といたしましては、その環境セン

ターの照明のＬＥＤ化、空調の省エネ化、そ

れからまた、次のページでございますけれど

も、これまで十分ではなかったと思っており

ます幼児期の環境学習につきまして、紙芝居

等の教材、あるいは教え方のマニュアルを現

場で使いながら作成したいというふうに考え

ております。 

 続きまして、地球温暖化対策といたしまし

ては、東日本大震災を契機といたしました全

国的な節電の意識の高まりと呼応いたしまし

て、ストップ温暖化県民総ぐるみ運動を、こ

としは特に節電についての啓発を強化して進

めますとともに、次のページの(2)から書い

ておりますけれども、昨年４月から施行の地

球温暖化防止条例に定められました事業者の

取り組みを促進しまして、省エネ改修やエコ

通勤、それから市町村施設改修に対する経費

補助をしております。 

 新規といたしまして、環境行動をポイント

 - 72 -



第２回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成23年６月29日) 

化いたしまして、商店街等で示すと、何か特

典があると、こういったようなエコポイント

制度の実証事業を検討中でございます。 

 次のページ、62ページですが、循環型社会

対策としまして、新規は、バイオマス活用に

つきまして、法に基づき、本県のバイオマス

資源量の確認をしますとともに、有効利用す

るための計画を策定します。 

 次の有明海・八代海の再生につきまして

は、国や県の関係５県と連携した取り組みを

進めますとともに、干潟や海域の現状、課題

についての出前講座や保全活動への協力を行

っておりますけれども、新規といたしまし

て、国や県のこれまでの調査データの整理を

いたしまして、有効活用に供したいというふ

うに考えております。 

 次の64ページでございます。 

 水循環、水環境の施策でございますけれど

も、先日の県議会での東先生の質問への知事

答弁にありましたように、特に地下水を守る

ということを県のテーマとしております。こ

のため、(1)地下水の未来事業といたしまし

て、地下水は公共水として、地下水をみんな

で守ろうという啓発をしながら、地下水保全

条例の改正に取り組みます。 

 また、これも後ほど報告事項の方で御説明

いたしますけれども、熊本地域におきます新

たな地下水保全組織の設立に取り組みます。 

 また、地下水プロジェクトといたしまし

て、水政策アドバイザーの設置による先進的

な水政策を企画いたしますとともに、県外へ

の――熊本の地下水、それを守る取り組みに

ついてＰＲに努めます。 

 以下は、既存の事業でございますけれど

も、特に、(4)の水環境教育には力を入れて

おります。②水の作文コンクール、中学生で

ございますけれども、応募数日本一を続けて

いるところでございます。７月31日には、県

としての表彰式と講演会を行う予定としてお

ります。それから、③の川と海づくりデー、

ことしは、８月の21日、日曜日に、宇土マリ

ーナをメーン会場として、この日を中心とし

た県下各地での清掃活動を呼びかけていきた

いということで、企画をしているところでご

ざいます。 

 環境立県推進課、以上です。よろしくお願

いします。 

 

○溝口幸治委員長 これまでの説明について

質疑を受けたいと思います。 

 どなたか質疑ございませんか。 

 

○西岡勝成委員 地下水の、今回も議会で質

問がありましたけれども、ずっと前から熊本

県は地下水の研究を企画あたりでずっとされ

ていた経緯もありますが、最近思うことは、

要するに、企業誘致の場合に、地下水そのも

のを売っている。例えば、例を言うと、サン

トリーとか、要するに、地下水を、機械を冷

やしたり、循環するんじゃなくて、そのもの

を金にしている企業が結構目立つようになっ

て、熊本県の水のすばらしさにですね。する

と、循環で使っているのと全くこれはもう違

う視点で我々考えていかないといけないと思

うんですけれども、企業誘致の面からする

と、地下水保全の面からいろいろ――これは

商工観光労働部との違いも出てくると思うん

ですけれども、その辺は、この新組織をつく

られて、いろいろ今から検討されていくと思

うんですけれども、部長、どうですかね、そ

の辺の考え方というものについて、ちょっと

基本的なお尋ねをしたいんですけれども。 

 

○谷﨑環境生活部長 ただいまお話がありま

したように、本県の地下水も含めて利用した

形で商品化していくという、そういう企業が

出てきているというのはあります。 

 一方では、私どもの本当に宝であります地

下水を商品として売り出していく、いわゆる

地下水の恵みという部分を商品化していただ
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いて、我々の地下水の宣伝にもなるという部

分ではありますけれども、今委員がお話あり

ましたように、循環の形から考えますと、非

常に地下水を涵養して、そしてまた、それを

我々の恵みとして受けているということから

すると、それを全部消費されてしまうという

ことについては、いかがなものかなという感

じも持たないではありません。 

 ですから、今回の条例の中でも、東議員の

方にもお答えをしておりますけれども、条例

の中で、許可制度をとりまして、大量採取に

つきましてはそれなりの規制を加えていくと

いうこと、それとまた、あわせて、そういう

大量採取に対しては涵養という形をある程度

付加していくようなものも考えていこうか

と、そういう企業に対して、採取に対応する

涵養というのも考えていただこうかなという

考えに基づきまして、一応条例の内容も考え

ていこうかなと思っております。 

 

○山本環境局長 確かに、おっしゃるとおり

で、くみ上げたやつをそのまま持っていかれ

るというと、今の部長の話になりますけれど

も、実は、昨年度、地下水条例の検討委員会

というのを実は水の戦略会議のもとで設置い

たしまして、そこで、実は企業の、あれはソ

ニーさんでしたね、ソニーさんが、あそこも

たくさん水を使っておられますもんですか

ら、入っていただきまして、今委員の御指摘

の経済とそれから環境の関係、いわゆる持続

的な水循環利用という観点からも大分御意見

をいただきました。そういったことを踏まえ

て、今後の取り組みをしていきたいというふ

うに思っておるところでございます。 

 

○西岡勝成委員 世界的に人口が増大する中

で、水資源というのは非常に、今森林を買っ

たり、そういうこともあり得るんで、注目さ

れてくると思うんですね。また、実際ペット

ボトルでミネラルウオーターを売る会社あた

りも進出をしてきていますし、要するに、循

環しながら水を使うところと、その水そのも

のを原料にして売るというところとは区別を

少々しながら、涵養も大事ですけれども、料

金を少々高く買ってもらってやっていくよう

なことも考えないと、私はこれは将来的な大

きな課題になってくると思うんですね。これ

は企業誘致の面からも非常にブレーキになる

ことは事実かもしれませんけれども、その辺

は十分検討されてやっていくべきだと思いま

すので、その辺、いろいろ会議で詰めていか

れるんでしょうけれども。 

 

○溝口幸治委員長 じゃあ御意見ということ

で、ありがとうございました。 

 ほかに。 

 

○早田順一委員 61ページのエコ通勤等促進

事業、この中で、電動バイク等の充電設備の

設置と書いてありますけれども、電動バイク

の充電器あるいは電気自動車の充電器という

ことで設置をされていくわけですけれども、

今後の取り組みというか、どれぐらいまでふ

やそうと思われているのか、その辺をちょっ

とお聞かせください。 

 

○田代環境立県推進課長 目標数値というも

のまで持っているわけではございません。で

すけれども、ここに書いていますのは、補助

金で300万円ということで考えているところ

でございます。３分の１の補助でございまし

て、昨年は、充電設備の補助の申請はありま

せんでした。従業員用の駐輪場の整備事業に

対する補助の申請がありました。 

 電気自動車あるいは電動バイクといったも

のが、どんどん今から――今電気がちょっと

電力問題があっておりますけれども、将来的

には見込みがあるところかなと思っておりま

して、新エネルギー産業振興課、商工部の方

にもございますけれども、そこでいろんなこ
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ういうインセンティブをつけながら――ちょ

っと目標数値は今のところ持っておりません

けれども、促進はしていきたいというふうに

思っております。 

 特に、太陽光発電と連動したような充電設

備といいますか、そういったものが理想的か

なというふうに思っております。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩下栄一委員 バイオマス事業ですけれど

も、平成16年に利活用基本方針というのが策

定されて、いろんな取り組みがあっていると

思いますけれども、県内で具体的なバイオマ

ス開発の事業とか、そういう具体例というの

があったら。 

 それから、バイオマスアドバイザーの派遣

とあります。これは県の職員ですか、それと

も何か第三者ですか。 

 

○田代環境立県推進課長 まず、バイオマス

の県内の利用の状況でございますけれども、

例を幾つか申し上げます。 

 まず、県内11の市町村が、バイオマスタウ

ン構想ということを掲げながら、計画的に進

めているという行政側の動きがございます。 

 そうした中で、例えば山鹿市であります

と、山鹿市バイオマスセンターというものを

17年に稼働させまして、家庭の生ごみ、ある

いは家畜排せつ物、それから下水の汚泥、こ

ういったものを利用して堆肥化すると、ある

いはメタン発酵による発電を行うといったよ

うなことを１つやっております。 

 それから、阿蘇市の方でも、これは、ＮＥ

ＤＯ、国の外郭の機構ですけれども、ＮＥＤ

Ｏからの委託ということで、草資源、これは

ガス化して、草原の草を利用して発電をする

といったような、そして、それを温水プール

で利用するといったようなことをされていま

す。 

 それから、水俣市の方は、現在、竹を使い

ましたバイオエタノールの研究に取り組んで

いらっしゃるということでございます。 

 それから、天草市、これは前からでござい

ますけれども、平成14年度からバイオディー

ゼルの燃料製造を開始しておりまして、給食

の配送車、あるいはごみ収集車とか、そうい

ったものにバイオディーゼル燃料として利用

されているということ。 

 それから、南阿蘇村の方では、木質、木の

バイオマス利用ということで構想を策定して

おりまして、まきストーブの導入の可能性調

査、こういったものをやるといったようなこ

とを聞いております。 

 それから、バイオマスアドバイザーは、県

の職員ということではございませんで、ＮＰ

Ｏ法人の方でありますとか、そういう方、外

部の方でございます。昨年は２件派遣をして

おります。 

 

○岩下栄一委員 京都の魚市場に行ったと

き、豆腐のおからを利用して、何か魚を入れ

る箱をつくっていて、それは有機物と一緒に

すると腐ってメタンガスを発生すると。魚の

箱というのは、えらい荷物になっているんで

すね、今。そういうバイオマスの実用例を京

都の魚市場で見て、ああ、やっぱりいろんな

工夫があるんだなというふうに思ったんです

ね。 

 そういうふうなことで、今バイオマスのエ

ネルギーのシェアというのは１％か２％と聞

いていますけれども、スウェーデンなんてい

うのは20％ぐらいはバイオマスのエネルギー

ということで、こういう時代ですから、ぜひ

この可能性を広めてほしいと思うんですけれ

ども、11市町村でバイオマスタウンの取り組

みが行われているというんですから、残りの

市町村でもそういうものが進みますように、

ぜひ県から大いなる指導をお願いしたいとい

うことです。これは、まあ要望ですが。 
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○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○早田順一委員 今のところで、県として

は、バイオマス利活用基本方針というのをつ

くられとって、その下に新しくバイオマス活

用推進基本計画策定というのが、国の方が22

年12月に策定をして、県の方も策定を計画す

るということになったんだろうというふうに

思いますけれども、これの方針と今度の国が

進めている基本計画の相違点というか、もう

少し盛りだくさんになるのか、ちょっと内容

的に何か違いというのがあれば、ちょっと教

えてほしいんですけれども。 

 

○田代環境立県推進課長 国の方が昨年の12

月に基本計画をつくっておりまして、全国的

な基本方針としまして、例えば下水汚泥です

と、2020年目標を85％にするとか、そういっ

た全国レベルの、国レベルの目標数値を掲げ

てあります。ということで、それを推進する

ための国の施策として、基盤整備であります

とか、技術開発を進めるとか、そういったよ

うなことが書いてはございます。 

 熊本県で計画をつくりますときには、この

目標も踏まえながら、実際熊本県のバイオマ

ス資源の量がどれだけになっていて、今どれ

だけ活用されているか、こういったことをま

ずおさらいをして、そして実現可能なところ

の目標数値、あるいは国も国の方針がありま

すので、それに沿いたいと思いますけれど

も、実現可能な目標数値をつくっていくとい

う、地に足といいますか、熊本県の実態に合

ったような、そういうような対策を――これ

は民間の方も入れたところで検討委員会を今

考えておりますけれども、民間のいろんなア

イデアとかあると思いますので、熊本県なら

ではのやつを盛り込んでいきたいなというふ

うに考えております。 

 

○早田順一委員 そういった熊本らしい計画

をされるに当たって、国が計画をということ

で、裏づけというか、補助金とか、そういう

なのもちゃんと国の方からは出るようになる

んでしょうか。 

 

○田代環境立県推進課長 特に、農水省あた

りの補助制度とか、いろいろあると思います

し、また、今後そういう制度が、去年の12月

に国の基本計画ができましたので、それに従

って、また、こういうエネルギー面での見直

し、活用というのも拍車がかかっていくのか

なと思っておりますので、そこは、我々の計

画をつくりながら、どこに隘路があるのか

と、それがお金的な面であるならば、そうい

うところも強くまた求めていきたいというふ

うに思っております。 

 

○早田順一委員 しっかり計画を立てるに当

たって、その裏づけというか、お金ですよ

ね、国に対してしっかり言っていただきたい

というふうに思っております。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○平野みどり委員 環境立県推進課、有明

海・八代海の再生ということで、荒瀬ダムの

ゲートの全開から１年以上たちましたけれど

も、いろんな地元の運動をやっていらっしゃ

る方とか漁民の方からは、改善した旨のいろ

んなニュースレターとかが来るわけですが、

県としてどういうふうに把握されているか。

水質もそうですし、実際、瀬がいろんなとこ

ろで戻ってきたとか、漁獲にどういうふうに

あらわれているとか、絶滅したと思われてい

る魚類等がまた見られるようになったとか、

そういうような、この１年間、荒瀬ダムの水

門ゲート開放との関係の中だろうと思われる

ような、水質改善に関するデータとかは把握
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されているのかどうか。 

 

○溝口幸治委員長 今の質問は、ちょっと多

岐にわたって、この新規事業とはちょっと離

れているので、後ほどその他のところできち

っと答えるように、データも含めて準備をし

てください。一応この新規事業のところの今

質疑をやっていますので、後で、平野委員の

はその他のところできちっと答えてくださ

い。 

 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 県議会の中でも環境教育を

考える超党派の議連があるんですけれども、

その要望に従って、環境教育の総合調整、情

報の一元化をしていただいて、また、幼児教

育のための新しい推進事業等々も予算化して

いただいて本当に感謝を申し上げたいと思い

ますけれども、ただ、地球温暖化対策につい

て、徐々に家庭の排出量を含めて増加をして

いますが、この前、健康福祉部のときにちょ

っと話したんですが、地域挙げてとか、ひと

りでなかなかやるというと――水俣みたいに

地域挙げてやっているところありますが、出

水でやっぱり地域挙げて温暖化対策をやって

いるところ、この前出ている。我々も今度環

境教育議連で視察に行こうかなと思っている

んですけれども、こういう取り組みをもうち

ょっと全体的に広げる、競い合うといいます

か、この地域はこういうことでどれだけの成

果が上がったとか、そういうものを、やっぱ

り県下に競い合うような体制をつくっていく

ことが全体的な力になっていくんじゃないか

と思うんですけれども、その辺の取り組みが

もう少し足らないような感じ、まあ、熊本県

民性か知らぬけれども、きずなをもって地域

ごとに取り組もうという姿が、だんだん時代

の流れの中で薄れてきているような感じがす

ると思うんですけれども、こういうものをも

うちょっと前面に出して、地域のきずなの中

でこういう取り組みをやっていくような政策

というのはどう考えておられますか。 

 

○田代環境立県推進課長 そこのいろんな取

り組みをされているんだけれども、それをな

かなかアピール、あるいは相互に啓発し合っ

ていないというところも、おっしゃるとおり

だと思います。 

 県の方では、熊本環境賞という表彰制度を

かなりずっとやっておりまして、その中で、

学校部門といいますか、そこをやっていると

ころでございます。先日も、６月に、環境月

間の始まりのときに知事の方から表彰してい

ただいて、水俣の学校の方、ちょうど野球部

の選手が受け取りにこられていましたけれど

も、そういうようなことが、テレビ、あるい

はマスコミ等に上げられるように――それか

ら、これは、グリーンフラグという教育の面

での水俣工業高校が全国初でそういうものを

とられたという世界的な、そういう表彰とい

いますか、認定みたいなものをとられたとい

うこともありますので、こういったこともも

っと広くＰＲしていく必要があろうかなとい

うふうに思っています。 

 いろんな場で、いろんな取り組みが外に出

て、そして、うちもこれぐらいならできるぞ

とか、そういうふうに持っていきたいなと思

っておりますので。 

 県の方で、実は県のホームページに環境の

サイトがあるんですけれども、ちょっと利用

が少ないんじゃないかということで、環境セ

ンターの方のホームページもありますけれど

も、そういう打ち出し方も勉強していきたい

と思います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、説明に戻ります。 

 環境保全課、清田課長。 

 

○清田環境保全課長 それでは、資料の66ペ
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ージをごらんいただきたいと思います。 

 今年度の主要事業の主なものにつきまして

御説明いたします。 

 大気質の保全対策の推進でございます。ば

い煙発生施設等の届け出指導や立入検査を行

っておりますが、それ以外に、県内に設けま

した36の測定局と２台の移動測定車を活用し

まして、大気環境の常時監視を行うものでご

ざいます。こういった監視結果から、光化学

スモッグ注意報等の発令も行っております。 

 次に、67ページをお願いいたします。 

 ２の環境放射能水準調査事業でございま

す。これにつきましては、早田委員からもお

尋ねいただいたところでございますが、県で

の放射線の調査体制につきましては、平成元

年以来これまで、文部科学省の委託を受けま

して、宇土にございます保健環境科学研究所

で通常時の環境放射能調査を月１回実施して

きております。 

 御承知のように、３月12日に原発の事故が

発生したため、12日から毎日調査分析を行う

など、その体制を強化して対応しておりま

す。 

 なお、掲載しておりますのは、地上に降下

した、落ちてきた大気中のちり、雨、そうい

った降下物の１カ月ごとの結果でございま

す。ごらんのように、５月になりまして低下

傾向にあることがごらんいただけるというふ

うに思っております。 

 次に、３のダイオキシン類環境監視事業で

ございます。大気、水質等の濃度調査、工

場・事業場の排ガス、排水の監視及び立入調

査、指導を行うものでございます。詳細につ

きましては、後ほど報告事項の中で御説明さ

せていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 次に、68ページをごらんいただきたいと思

います。 

 ４のアスベスト問題に関する相談及び救済

対策の推進でございますが、アスベストに関

しましては、相談対応や救済給付申請の受け

付けを行うものでございます。 

 なお、平成22年度の相談件数は55件、保健

所の申請受け付けの件数は６件になっており

ます。 

 次に、５のアスベスト対策の推進につきま

しては、建築物の解体やアスベスト除去作業

場につきましては、保健所と土木部と連携し

ながら立入指導を行っておるところでござい

ます。 

 次に、70ページをお願いしたいと思いま

す。 

 水質保全対策の推進でございます。 

 有明海、八代海、河川等を含めました公共

用水域の水質保全のため、平成17年に条例を

改正しまして、平成20年４月１日から施行

し、事業場からの排出水、陸域からの排出

水、これについては基準値をより厳しく設定

をいたしまして、監視を強化しております。 

 また、油流出等の事故発生時の対応につき

ましても、関係部署と連携しながら、対応に

努めております。 

 それから、(2)の有明海・八代海環境調査

事業でございます。これにつきましては、平

成21年度から５カ年にわたりまして、ＣＯ

Ｄ、全燐、いわゆるそういったものの環境基

準未達成海域がございますので、重点的な調

査を実施しているところでございます。 

 それから、(3)の地下水質監視事業でござ

います。新たな地下水の環境基準に指定され

ました物質について調査を行いますととも

に、従来から実施してきました定点監視や地

下水保全条例に基づく排水等の水質調査も行

っております。 

 次に、71ページをごらんいただきたいと思

います。 

 (4)の硝酸性窒素汚染防止総合対策事業で

ございますが、硝酸性窒素による地下水の汚

染対策につきましても、流動量の把握のた

め、シミュレーションモデルを構築するとと
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もに、特に、荒尾地域、熊本地域につきまし

ては、関係諸機関と連携して、総合的な対策

を進めてまいりたいと考えております。 

 それから、騒音・振動・悪臭防止対策でご

ざいますが、騒音規制等につきましては、規

制地域や規制基準等の設定は知事が行い、事

業場への改善指導につきましては市町村が行

うものでございますが、市町村に対しても支

援してまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 なお、下から４行目に、航空機騒音調査事

業につきまして掲載しておりますが、阿蘇く

まもと空港周辺の騒音の実態把握のため、現

在、常時監視を10局の測定局で行っておりま

す。 

 次に、72ページをお願いしたいと思いま

す。 

 新幹線が３月12日に開業いたしましたが、

通過する新幹線の状況を把握するため、現

在、予備調査を実施しております。既に開通

しておりました新八代駅以南の影響調査５地

点に加えまして、新たに開通しました54地点

と合わせて、59地点の測定を予定しておりま

す。 

 次に、開発における環境配慮の推進でござ

いますが、廃棄物処分場や区画整理事業等の

開発事業が環境悪化を招くことがないよう

に、事業着手前に調査、評価をする制度であ

ります環境影響評価法や条例等の適正運用を

行っております。 

 なお、手続中の事業につきましては、ここ

に一覧表を掲載しております。 

 次に、73ページをお願いします。 

 水道事業の推進でございます。 

 本県は、御承知のように、先ほども話が出

ておりますが、湧水源や地下水に非常に恵ま

れているということで、平成21年度末におい

ても、水道普及率は現在86％でございます。

安全、安心な飲料水の確保のため、市町村の

水源開発調査の助成、国庫補助金の事務、そ

れから、維持管理の指導を初め簡易水道の統

合がなされるように促進を行っております。

また、水道未普及地域の解消、各市町村の水

道普及の促進に向け、連携を行い、取り組ん

でまいりたいと考えております。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○小宮自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の74ページをお願いいたします。 

 まず、自然環境の保全についてでございま

す。 

 本県のすぐれた自然環境を次の世代に引き

継ぐために、自然環境の保全対策や希少野生

動植物の保護対策といたしまして、(1)の普

及啓発事業の実施や、(2)の自然環境保全地

域等におきます巡回指導や開発規制の実施、

また、(3)の40種の県指定希少野生動植物の

保護を行い、生物多様性の保全を図ってまい

ります。さらに、本年度の新たな事業といた

しまして、(4)の生物多様性の保全を促進す

るために、自然保護活動を行っているＮＰＯ

等への支援、生物多様性の普及等を行ってま

いります。(5)の満願寺など、希少野生動植

物保護区の保護管理事業の実施、そして、

(6)のふるさと熊本の樹木の説明板の整備を

行いまして、希少野生動植物の保護や自然を

大切にする県民意識の啓発を図ってまいりま

す。 

 次に、資料の75ページをお願いいたしま

す。 

 野生鳥獣の保護管理についてでございま

す。 

 野生鳥獣の保護管理を行うために、鳥獣の

保護及び狩猟の適正化に関する法律等に基づ

きます鳥獣保護対策や有害鳥獣捕獲等の実

施、また、鳥獣保護センター活動などにより

ます鳥獣保護思想の啓発を図ることといたし

ております。 
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 具体的には、(1)の鳥獣保護対策事業で

は、クリハラリスを新たに補助対象に加えま

して、また、イノシシの捕獲隊編成への支援

を８隊から25隊にふやすなど、有害鳥獣捕獲

対策の補助の拡充を行っております。(2)の

特定鳥獣適正管理事業では、シカの有害鳥獣

捕獲等への補助を行いまして、森林等への被

害の軽減に努めてまいります。また、(4)の

鳥獣保護センター管理運営事業では、野生鳥

獣の保護や保護活動の啓発を図るために、傷

病鳥獣の受け入れや傷病鳥獣保護ボランティ

ア活動を支援することといたしております。 

 次に、資料の76ページをお願いいたしま

す。 

 自然公園の保護・利用についてでございま

す。 

 自然公園の開発行為の制限によります保

護、また、九州自然歩道やビジターセンター

等の施設整備の維持、管理を行いまして、公

園利用の促進を図ることといたしておりま

す。 

 (1)の自然公園の保護では、自然公園法や

県立自然公園条例に基づく開発行為の許可に

よる規制、また、国立公園の清掃活動への助

成などを行いまして、自然公園の適正な保護

を図ってまいります。(2)の自然公園の利用

では、県有公園施設や九州自然歩道の清掃管

理、ビジターセンターの運営管理を行い、さ

らに、(3)では、緊急雇用された人材を活用

いたしまして、九州自然歩道の補修整備を行

うことで、公園等利用者の方々が快適に利用

できるよう努めてまいります。 

 自然保護課は以上でございます。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 資料、77ページをお願いいたします。 

 廃棄物の排出抑制、再使用、再資源化につ

いて御説明を申し上げます。 

 循環型社会の構築を目指しまして、県民、

事業者、行政が連携し、廃棄物の３Ｒの推進

に取り組んでまいります。 

 １のごみゼロ推進県民会議事業は、ごみゼ

ロ推進県民会議の運営並びに情報誌の作成の

ほか、レジ袋の無料配布中止等に取り組む市

町村をふやすための推進会議を行うものでご

ざいます。 

 ２の廃棄物リサイクル等啓発事業でござい

ますが、10月が月間となっておりますごみゼ

ロ推進県民大会の開催など、各種啓発を行う

ものでございます。 

 ３の産業廃棄物リサイクル等推進事業でご

ざいますが、排出事業者などが行います産業

廃棄物のリサイクル技術等に関しまして、研

究開発経費に補助を行うものでございます。

 次のページをお願いいたします。 

 ４の産業廃棄物リサイクル施設整備等促進

事業でございますが、排出事業者や処理業者

が処理が困難な産業廃棄物の再生利用施設等

の整備を行う場合に補助を行うものでござい

ます。 

 ５の廃棄物コーディネーター事業は、産業

廃棄物の処理などの実務経験者２名をコーデ

ィネーターとして配置し、職員が企業を訪問

いたしまして、廃棄物の削減やリサイクルな

どに関する情報提供や助言を行うものでござ

います。 

 次に、廃棄物の適正処理の推進でございま

すが、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図

るために、廃棄物処理法などに基づきまし

て、排出事業者、処理業者などへの指導監督

を行っております。 

 まず、１の産業廃棄物適正処理事業でござ

いますが、処理業者などへ立入検査などを行

い、産業廃棄物の適正処理を確保するもので

ございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ２の不法投棄等防止対策事業でございます

が、不法投棄などの不適正処理を防止するた

めに、各保健所に１名ずつ廃棄物監視指導員
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を配置いたしまして、監視活動、早期改善指

導を行ってまいります。 

 ３の不法投棄撲滅県民協働推進事業でござ

いますが、不法投棄の未然防止を図るため

に、県と農協、森林組合などとの間で協定を

締結しております。これらの団体に対する研

修会、合同パトロールの実施などを通じまし

て、住民参加型の監視体制を整えてまいりた

いと考えております。 

 ４の海岸漂着物対策推進協議会運営及び地

域計画策定事業及び５の海岸漂着物等回収・

処理事業は、いわゆる海岸漂着物処理推進法

に基づきまして、行政、ＮＰＯ等で組織しま

す協議会の運営及び地域計画の策定、さら

に、海岸管理者が海岸漂着物等の回収、処理

を行うための事業でございます。 

 ６の管理型最終処分場立地交付金と、次の

80ページ、７をごらんいただきたいと思いま

すけれども、最終処分場周辺環境整備等補助

事業でございますが、これらは、産業廃棄物

の最終処分場の立地促進、理解促進を図るた

めの制度として、市町村への交付金及び補助

を行うものでございます。 

 廃棄物対策課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課で

ございます。 

 81ページをお願いいたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備促

進につきましては、後ほど報告事項の中で改

めて経過は御説明したいと思いますが、南関

町での建設に向けて、環境アセスメント手続

や地元の理解促進に鋭意努めてきておりま

す。 

 昨年、処分場を屋根と壁で囲い、処理水を

河川に放流しないクローズド無放流型の施設

構造とすることを決定し、一層の地元説明を

続けてまいりました。その結果、本年３月

に、地元南関町長及び南関町議会の受け入れ

表明をいただき、また、環境アセスメントに

つきましても、周辺環境への影響はほとんど

問題ないという結果も踏まえまして、関係者

と今後の取り組み姿勢などを記した基本協定

の締結を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 なお、地元には、一部、反対意見の方もお

られますので、一人でも多くの御理解がいた

だけるよう、さらに丁寧に説明責任を果たし

てまいります。 

 次に、２の産業廃棄物施設モデル的整備立

地交付金積立金でございますが、これは、公

共関与による産業廃棄物管理型最終処分場の

立地促進を図るため、関係自治体に対して、

供用開始時期を念頭に交付が可能となるよ

う、必要な原資を確保するために、基金積み

立てを始めるものです。交付対象者、対象事

業、交付内容等につきましては、今後検討し

てまいります。 

 公共関与推進課、以上でございます。 

 

○松山くらしの安全推進課長 資料の82ペー

ジをお願いいたします。 

 初めに、交通安全対策でございますが、県

下の交通事故は、発生件数が４年連続、死者

数及び負傷者数が６年連続して減少しており

ます。その大きな原動力が県民の皆様の御理

解と御協力と考えております。 

 そのような観点から、１に記載しておりま

す交通安全推進連盟等に対する補助を通しま

して、交通安全県民運動を展開するととも

に、２の飲酒運転の根絶をテーマにした県民

参加型のテレビスポットを制作、放映するこ

ととしております。 

 83ページをお願いいたします。 

 ３は、本年度新規事業として取り組みます

高齢者の安全確保にかかわる事業でございま

す。交通死亡事故や悪質商法の被害者となる

割合が高いのが高齢者でございます。そこ

で、交通安全や防犯等の知識を身につけた高
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齢者の皆様に、お近くの高齢者宅を訪問、啓

発していただくなどして、より多くの高齢者

の皆様の交通事故や犯罪被害を防止していこ

うというふうに考えております。本年度は、

モデル事業として実施いたします。 

 ４の交通事故相談につきましては、引き続

き相談員を２名配置、対応していくこととし

ております。 

 なお、冒頭に記載しております第９次熊本

県交通安全計画につきましては、後ほど報告

事項の中で説明をさせていただきます。 

 次に、安全安心まちづくりでございます

が、犯罪の起きにくい安全安心まちづくり条

例に基づきまして、行政と事業者、県民との

連携、推進に努めてきたところでございま

す。特に、自主防犯活動の増加に伴いまし

て、犯罪件数は減少傾向に転じております。

引き続き、１に記載しております推進事業等

によりまして、自主防犯活動等が充実したも

のとなるように育成、支援に努めてまいりた

いというふうに考えております。 

 84ページをお願いいたします。 

 ３の犯罪被害者等支援推進事業につきまし

ては、犯罪被害者等の権利利益の保護を図る

ため、後で御報告をさせていただきます第２

次犯罪被害者等支援に関する取組指針に沿い

まして、広報啓発等の関連施策に取り組んで

まいります。 

 85ページをお願いいたします。 

 食の安全安心の確保についてでございま

す。 

 １に記載しておりますように、第２次熊本

県食の安全安心推進計画に基づきまして、県

民、関係団体等と連携して、関連施策を推進

してまいります。 

 なお、２次計画の最終年となりますので、

あわせて、次期計画の準備を進めてまいりま

す。 

 86ページをお願いいたします。 

 ２の食品検査につきましては、本年度も、

生産から流通の各段階において、関係部局が

連携をいたしまして、農薬等の残留検査を行

い、その結果を適宜公表してまいります。 

 ３のＪＡＳ品質表示指導事業でございま

す。 

 定期的な巡回指導のほか、県民の皆様から

の情報提供をもとに必要な調査を行い、違反

事例に対しましては厳正に対処してまいりま

す。 

 なお、いわゆる米トレーサビリティ法の完

全施行によりまして、米、米加工品の産地情

報を消費者まで伝達することが、この７月か

ら義務化されます。窓口でございます農産課

や農政局等の関係機関とともに、制度の普及

啓発に努めてまいります。 

 最後に、87ページをお願いいたします。 

 青少年対策でございます。 

 少年保護育成条例に基づきまして、有害環

境の浄化活動に取り組んでまいります。 

 また、インターネットの有害サイトを通じ

まして、少年が犯罪被害に遭うなどの事案も

顕在化しつつありますので、その対応策につ

きまして検討を行っていくこととしておりま

す。 

 ２のジュニアドリーム事業につきまして

は、記載のとおりの日程で本年度も実施する

こととしております。 

 以上でございます。 

 

○杉山消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 説明資料88ページをお願いいたします。 

 消費者行政の充実強化でございますが、現

在、(1)の消費生活相談機能の充実強化と(2)

多重債務対策の推進の２つを緊急の課題とし

て重点的に取り組んでおります。 

 まず、(1)の消費生活相談機能の充実強化

につきましては、国の交付金を財源として造

成した消費者行政活性化基金を活用しまし

て、市町村の消費者行政の活性化に向けて、
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①から④までに掲げている事業を中心に、各

種支援事業を推進しているところでございま

す。中でも特に力を入れておりますのが、市

町村の消費生活相談窓口の強化です。県の消

費者基本計画にも、平成23年度までに、県下

14市全部に消費生活センターを設置すること

を目標の一つとして掲げているところです。

現時点で熊本市を含め12市に設置が完了して

おり、残る２市につきましても、23年度中の

設置を目途に、支援を強化しているところで

ございます。 

 次に、89ページでございますが、(2)の多

重債務対策の推進について説明させていただ

きます。 

 深刻な社会問題となっております多重債務

者対策として、昨年の６月から始めましたの

が多重債務者生活再生支援事業でございま

す。この事業は、グリーンコープに委託して

実施しておりますが、これまでの債務整理に

向けた助言に加え、生活再建に向けた家計診

断、家計管理への助言や臨時的な生活資金に

対する貸し付けも行うこととしております。

なお、貸し付けの原資につきましては、委託

先のグリーンコープが調達しております。ち

なみに、平成22年度の実績は、そこにお示し

しているとおりでございます。 

 消費生活課につきましては、以上でござい

ます。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 資料の90ページをお願いいたします。 

 まず、男女共同参画の推進につきまして

は、男女共同参画推進条例、本年３月に策定

しました第３次の男女共同参画計画に基づき

まして、県民や市町村、事業者等と連携し

て、総合的かつ計画的に取り組みを進めてま

いります。 

 なお、主な施策としましては、第３点目の

男女共同参画社会形成促進事業は、男女共同

参画審議会の運営、男女共同参画の進捗状況

を明らかにするための年次報告書の作成等を

行うものでございます。 

 第４点目から６点目の事業は、４点目が中

学生や高校生、５点目が市町村、６点目が事

業者等に対しまして、それぞれ男女共同参画

に対する理解や取り組みを促進していくため

の事業を行うものでございます。 

 第７点目の男女共同参画実践支援事業は、

男女共同参画のさらなる推進が必要な分野、

あるいは地域の課題解決に向けた講座をＮＰ

Ｏ等と協働して行うものでございます。 

 次に、協働の推進につきましては、行政と

ＮＰＯ等のさまざまな主体が相互に理解を深

め、地域課題の解決を図る協働の取り組みの

支援を行ってまいります。 

 主なものとしましては、第２点目のＮＰＯ

活動担い手育成事業は、緊急雇用創出基金を

活用し、ＮＰＯ法人等に未就労者を雇用し、

人材育成を行うものでございまして、本年度

は５人の新規雇用を予定しております。 

 第３点目は、新規事業でございまして、新

しい公共支援事業、これは平成22年度の国の

緊急総合経済対策において事業化されたもの

でございます。本事業は、本年２月補正にお

いて国から交付された１億7,000万円を原資

に新しい公共支援基金を設置し、その基金を

活用して、平成23年度から24年度までの２年

間にわたり、新しい公共の担い手となるＮＰ

Ｏ等の自立的活動を後押しし、その拡大と定

着を図るための事業を実施することといたし

ております。 

 資料の92ページをお願いいたします。 

 くまもと県民交流館における県民の活動支

援でございますが、くまもと県民交流館パレ

アは、県民の社会貢献活動、男女共同参画社

会の形成に関する活動、生涯学習活動や就業

支援など、県民の自発的で主体的な活動を支

援することを目的に設置された施設でござい

ます。 
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 平成22年の４月１日から指定管理者制度を

導入しておりまして、施設の管理を委託して

おります。この予算額は、指定管理者への委

託料、あるいは男女共同参画センターにおけ

る啓発活動や人材育成などに要する経費、あ

るいはＮＰＯ・ボランティア協働センターに

おけるＮＰＯ法人の認証業務やＮＰＯ活動の

定着化を図るために要する経費でございま

す。 

 なお、指定管理者制度導入は、県民に好意

的に受けとめられ、おおむね順調に移行した

ところでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○清原人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 93ページをお願いいたします。 

 人権同和政策課におきましては、熊本県人

権教育・啓発基本計画を基本に、県民の人権

意識の高揚を目的とした広報啓発、あるいは

市町村が実施します啓発事業への支援等に取

り組んでおります。 

 １の人権施策推進事業でございますが、県

の人権施策や啓発事業等のあり方についての

検討、それから、行政や民間団体などが一体

となって啓発を推進する熊本県人権啓発推進

協議会などを運営するものでございます。 

 ２の広報・啓発事業ですが、講演会や人権

フェスティバル等の各種イベントの開催、あ

るいはテレビ、ラジオスポット、新聞広告な

ど、マスメディアを活用した広報啓発などを

実施するものでございます。 

 ３の研修・人材育成事業ですが、県内の企

業、団体などにおきます研修担当者の育成を

図るための指導者育成講座などの研修会等を

実施するものでございます。 

 ４の相談事業につきましては、人権センタ

ーにおきます相談窓口の運営を行うものでご

ざいます。 

 ５の人権啓発活動市町村委託事業ですが、

これは、市町村が行います講演会等の啓発事

業について、全額国庫の法務省委託事業を活

用して、支援するものでございます。 

 ６の地方改善事業ですが、市町村が設置し

ます隣保館の運営に対して補助を行うもので

ございます。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 それでは、ここで質疑を

受けたいと思います。 

 

○早田順一委員 68ページのアスベスト問題

についてちょっとお尋ねしますけれども、６

月の頭に被災地の方に行ってきまして、車で

ずっと見ることができました。その中で、南

三陸町でしたか、一番ひどいところの場所を

通ったときに、警備員さんがマスクもせずに

警備をしとったわけですよね。もう瓦れきの

山で、ダンプはばんばん通るわ、ほこりはす

ごいわ、その中でマスクもせずに警備をしと

ったので、ちょっと驚きましたけれども、ほ

かの電力会社とかそういったところの方々

は、ちゃんとマスクをして仕事をされており

ました。そういったことを考えると、恐らく

２次被害といいますか、そういった影響が出

てくるんじゃないかというふうに、本当に心

配をしました。 

 県の方からも職員の方々が、行かれている

のは、行政とか、あるいは医療関係の手伝い

で行かれていると思いますけれども、これか

らのボランティアとか、そういう方々がどん

どん行かれるかというふうに思っておりま

す。そういった中で、知識がないと防ぎよう

がないというか、すぐどうにか病気になるよ

うなことでありませんもんですから、そのア

スベストというのは。 

 だから、そういう２次被害を防ぐために、

やはりこの震災に関しても、県からやっぱり

いろんな情報を発信しないと、私は後々にい
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ろんな問題が出てくるんじゃないかと思いま

すけれども、その点、いかがでしょうか。 

 

○溝口幸治委員長 ちょっと待ってくださ

い。主要事業とか新規事業にかかわる質問な

ので、今のもその他のところでお答えいただ

きたいと思います。 

 

○岩下栄一委員 硝酸性窒素の問題ですけれ

ども、４～５年前から言われてきました。地

下水は熊本の三大宝だと、こう知事もおっし

ゃっております。私ども熊本都市圏に住んで

いて、水道はほとんど地下水で賄われている

と、その恩恵にあずかっているんですが、そ

の地下水が汚染されているという情報は、ち

ょっと残念なんですね。この硝酸性窒素とい

うのは、農業と並行して、肥料等が地下に浸

透して発生するものというふうに理解してお

りますが、この総合対策という、さっきおっ

しゃったけれども、どういう対策なのか。そ

れから、農研センターで、この硝酸性窒素と

農薬の関係、いろいろ研究されているという

ふうに仄聞するところですね。どういう結

果、あるいは経過が示されているのかという

ことですね。この２点。 

 それから――いいですか、委員長。 

 

○溝口幸治委員長 はい、どうぞ。 

 

○岩下栄一委員 水道ですけれども、水道水

を塩酸で消毒すると。これは昭和20何年代か

に水道法という法律が施行されたときに、い

ろいろ伝染病がはやっていたから塩素で殺菌

するというふうな話だったと思うけれども、

いまだにその塩素殺菌が行われておりますけ

れども、こういう県内の水道の塩素殺菌の実

態というか――すぐはお答えなくていいです

けれども、硝酸性をお答えください。それか

ら、塩素については、またいつかお願いいた

します。 

 

○清田環境保全課長 71ページに記載してお

ります硝酸性窒素汚染防止総合対策事業につ

いてのお尋ねということでございます。 

 これにつきましては、平成21年度から大体

今総合対策事業を実施しておりまして、実際

現在まだやっているのは、例えば、海の深さ

によって、例えば酸素の状況がどうであると

か、先生たちも御存じかもしれませんけれど

も、栄養塩類、いわゆる窒素とか燐が、例え

ば、海の底質にどれだけあって、それがどう

いうふうに海の中に流出してくるのかとかと

いうのを、今の学識経験者のアドバイスもい

ただきながら、現在やっているところでござ

います。現在のところまだ報告できる段階に

はなっておりませんけれども、今年度も、そ

ういったことを含めてしっかり研究してまい

りたいと。しっかり取り組んでまいりたいと

いうふうに思っております。 

 農研センターの方につきましては、先生、

済みません、ここで、手持ちで承知しており

ませんので、しっかり把握しまして、また御

報告させていただくということでよろしいで

しょうか。 

 

○岩下栄一委員 それでいいです。 

 

○清田環境保全課長 さきの問いについて

も、またきちっと調べて御報告したいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 

○岩下栄一委員 今、海水の話をされたけれ

ども、飲料水の話よね、関心強いのは、私

は。飲料水についてはどうですかね。水道水

とか、飲料水の中に硝酸性窒素は検出されな

いんですか。都市圏の水道は地下水がほとん

ど100％、熊本は。 

 

○清田環境保全課長 一応水道法が、たしか

50項目検査するということだったと思いま
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す。現在のところ基準にオーバーしていると

いうことはありません。 

 

○岩下栄一委員 そうですか。ありがとうご

ざいました。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○平野みどり委員 男女参画・協働推進課の

県民交流館パレアについてなんですけれど

も、民間の方に委託をされて運営していらっ

しゃるということで、先ほどおおむね良好に

ということだった。確かに私も、おおむね良

好な部分と、もうちょっとこれ、改善してほ

しいなという部分と、どっちとも聞きます。 

 ちょっときょう、改善してほしいなという

点なんですけれども、あそこは私も勉強会な

どでよく使いますが、一たん申し込んで日に

ちを変更したり、部屋を変更したりするとき

に払い戻しがなくて、それは取られて、新た

にお金を払わないといけないというふうな状

況があって、相当いろんな方々から、どうに

かならないだろうか、よその会館等は、一た

ん払い戻しをしてもらえたり、差額を取られ

るというふうな形なのにというようなお話が

あります。 

 それともう一点、あき状況をホームページ

で見られるようになっていますけれども、日

にちと場所を入れて、あいているかあいてな

いかというだけで、カレンダー方式で各部屋

が一覧できる、どこがきょうの時点であいて

いるかとか、そういうふうな、ちょっと利用

者側に優しいつくりになっていないんですけ

れども、これも非常に不便だというお話を聞

いています。 

 こういった運営にかかわる部分は、県の方

から、どういうふうに委託先に指導なり、伝

えていって改善ができるものなのか、そこら

辺はいかがでしょうか。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 昨年の４月

から指定管理に移行しまして、確かに、おお

むね好意的な評価を受けております。特にキ

ャンセルにつきましては、これは条例事項に

なっておりまして、３日前までに払い込んだ

ものでキャンセルしたものにつきましては、

２分の１を返す、直前の場合は全額没収とい

うことになっております。これは条例事項で

ございますので、指定管理者に移行したとい

っても、これはなかなか、条例事項でござい

ますので、難しいというふうに考えていま

す。 

 部屋を変えたいという場合も、一応払って

いただいて、３日前の場合は２分の１返す、

新たに申し込みをしていただいて払い込むと

いうことになるというふうに理解をしており

ます。 

 また、カレンダー方式、これは以前から、

パレアに関しましては、インターネット申し

込みできないのかと、いろんな御批判がござ

いました。実際、インターネットでは、あき

状況だけを今調べられるというようなシステ

ムになっておりますので、今後は、指定管理

者と県と、どういったことができるかという

のは、できるできないはあると思いますの

で、研究してまいりたいというふうに思って

おります。 

 

○平野みどり委員 県の条例に基づくという

ことですが、例えば国際交流会館、熊本市の

国際交流事業、財団がやっていらっしゃると

ころですが、あそこはもう部屋を変える、人

数によって多くなったり少なくなったりする

から、変えることとかありますよね。あと、

日にちとか。それはもう変更という形で、部

屋の代金が一緒だった場合はもうお金のやり

とりとか全然ないんですけれども、パレアの

方は、一たん――もう戻してもらえないとい

うか、もう取られてしまって、結局２部屋分

払ってしまうような状況があるということな
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ので、直前というのはもちろんわかりますけ

れども、一定期間、まだ十分ある、何週間も

前だとか、１カ月後とか、そういう場合は、

もうちょっと臨機応変に対応していただける

ような、条例が問題であれば、条例に関して

も見直していかないといけないかなというふ

うに思いますので、よろしくお願いします。

改善に向けてですね。 

 それともう一点、男女参画・協働推進課

と、パートナーシップとかいうふうなのがな

くなった分、短く課の名前はなりましたけれ

ども、共同がなくなって参画で、その共同の

方がパートナーシップの感じになって久しい

ですけれども、今回総務部の方から環境生活

部の方に戻りました。もとに戻ったという形

ですよね。 

 総務部にぜひというふうに、私どもも女性

団体の皆さんたちと申し入れを入れたことも

ありますけれども、それは、全庁的に網かけ

ができる、特に人事の問題も含めて、やはり

他県に比べて、この前データいただきました

けれども、女性管理職の登用は、微増はして

よくなってはきていますけれども、総体的に

他県からすると大きくおくれていて、40数番

台ですよね。を動いているというような状況

の中で、全庁的に網かけができるようにと思

って総務部でお願いしていたんですけれど

も、今回、まあ環境生活部の方に戻りまし

た。パートナーシップという部分は、確かに

環境生活部なのかなというふうに思いますけ

れども。 

 それで、今後ですけれども、せっかく第３

次熊本県男女共同参画計画をつくられまし

た。相当な項目、各課各部にわたって目標設

定をしていますけれども、ただ書いた、ただ

掲げたというだけでは何にもならなくて、絵

にかいたもちになってはいけないので、それ

をしっかり実行していただく。県民、あるい

はいろんな民間団体に範となるには、やっぱ

り県の中でしっかり取り組んでいくという姿

勢、あるいはその実行が伴っていかないとい

けないと思うんですけれども、今後、環境生

活部になったことでの、ちょっと心配がそこ

ら辺あるわけですけれども、いかがでしょう

か。 

 

○谷﨑環境生活部長 先ほど委員長の方から

も開会前にお話があっていましたので、この

話があるかなと思っておりました。 

 私は、実はもう７年前に男女共同参画パー

トナーシップ推進課長ということで２年間務

めさせていただきまして、改めて、部長にな

ってその課が戻ってくると、ある意味懐かし

い、私としては個人的にはやりやすいなと思

っておりますんですが、１つは、うちの方に

人権も持っております。そういう意味では、

人権と男女というのはこれはもう切り離しが

できないものだと思って、７年前総務に行っ

たときも、我々後ろ髪を引かれる思いで男女

課を総務の方に変更させていただいたという

ところがありまして、できれば、人権ととも

に、この男女の問題というのはかかわり合い

を持っていきたいなということであります。

 それと、県民の暮らし全般を我々としては

所管していきますので、その中に男女共同参

画の業務があるということは、私としてはふ

さわしいと思っております。 

 ただ、総務部にあるから全庁的な、先ほど

委員の方から言われました、実効性が出てく

るんじゃないかなというお話もありました。

確かにそういう部分もあるかと思いますが、

環境生活部においても、総務にあるときとま

さしく劣ることなしに、全庁的なそういう把

握をやり、そしてまた、しっかり取り組みを

進めていきたいと思っておりますので、そう

いう意味では、部長としての責任は、改め

て、組織が変わりましたけれども、きちんと

果たしてまいりたいなと思っております。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 男女参画・
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協働推進課でございます。 

 平成18年から22年度まで５年間総務部に行

きまして、特に、全庁的に取り組みというこ

とで、例えば、県の審議会の女性の委員、も

う10年間で約20％近く伸びておりまして、今

女性が占める割合は36.4％ということで、こ

れは確実に成果が出ております。 

 また、１つは、総務に行くときに、市町村

との連携を深めて進めていくということがあ

ったと思うんですけれども、市町村の計画の

策定率も今82％ということで、これはきちっ

と成果が出ているなというふうに思っていま

す。 

 今部長がお答えしましたように、環境生活

部に移ったからといって後退することがない

ように、しっかりと取り組んでまいりたいと

いうふうに思っております。 

 

○平野みどり委員 この男女共同参画の問題

というのは、女性がどうこうということより

も、これを進めていくことで、男性の生きや

すさ、働きやすさ、ともに男性も女性も生き

やすくなるということ、そういう社会を目指

しているわけですので、どこの課に、どこの

部に行こうがきちんと存在感を持って取り組

んでいただきたいということで、とにかく計

画が実行できるように、すごいこといっぱい

書いてありますので、それが実行できるよう

に、全庁的によろしくお願いします。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 ここで黄砂の件は聞いても

いいかな、大気汚染の絡みで。それともその

他の方がいいですか。 

 

○溝口幸治委員長 報告事項でもありますか

ね。 

 

○清田環境保全課長 報告にはないですね。 

 

○溝口幸治委員長 その他のところでいいか

もしれない。 

 なければ、これで質疑を終了いたします。 

 次に、関係課長から付託議案等について順

次説明をお願いいたします。 

 内田政策審議監。 

 

○内田政策審議監 ここで、別冊になってお

ります予算関係追号議案について御説明申し

上げます。 

 予算関係追号議案の説明資料１ページをお

願いいたします。 

 課別の一覧表でございますけれども、今回

の追号議案は、環境政策課のチッソ関係分の

みの補正でございます。補正額の欄に書いて

ある項目でございます。 

 ２ページをおあけいただきたいと思いま

す。 

 ２ページは、一般会計からチッソ特別会計

への繰出金でございます。一時金の追加支援

措置に係る国庫補助金、約85％相当でござい

ますが、85％相当の22億2,411万円を一般会

計に受け入れ、そのままチッソ特会へ繰り出

すものでございます。 

 ３ページは、チッソ特別会計の補正予算で

ございます。 

 まず、一番上の欄、ヘドロ立替債の償還元

金について、チッソの償還額の増に伴い、国

庫補助金を減額し、チッソ償還額を増額する

財源更正でございます。 

 次の欄も、患者県債についての同様の財源

更正でございます。 

 次の欄は、チッソからの償還額の増に伴う

特別県債によるチッソ貸付金の減額５億5,80

0万円でございます。 

 一番下の欄が、一時金支払い支援の追加措

置がこの増額補正でございます。 

 先ほどの国庫補助金を一般会計から繰り入

れた22億2,411万円と、一時金県債の発行
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分、15％分ですが、３億9,249万円を合わせ

た26億1,660万円を増額補正するものでござ

います。 

 これにより、当初予算分と合わせまして、

追加支援措置額は46億3,910万円となりま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 常任委員会説明資料の30ページの方をお願

いしたいと思います。 

 報告第１号平成22年度熊本県一般会計繰越

明許費繰越計算書でございます。 

 事業名の水俣病患者施設の医療福祉機能向

上支援事業費でございます。これは、水俣病

患者の方々が入居しておられます水俣市立明

水園に、患者の方々の身体機能維持のための

リハビリ施設と、患者の方々と御家族が御一

緒に暮らすための場を整備するものでござい

ます。 

 患者の方々の御意見等の把握や整理に時間

を要したため、22年度から23年度に約5,700

万円を繰り越しいたしております。両施設と

も本年８月ごろには完成予定でございます。

 よろしくお願い申し上げます。 

 

○田代環境立県推進課長 次の31ページをお

願いいたします。 

 事業名、市町村地球温暖化対策推進事業費

でございます。これは、国のグリーンニュー

ディール基金の活用事業といたしまして、昨

年度、７団体に交付を決定した補助金のう

ち、１団体、八代市の市立体育館の省エネ改

修事業について、東日本大震災によりまし

て、資材の一部が入荷できないということ

で、本年度に繰り越さざるを得なくなったも

のでございます。 

 以上です。 

 

○清田環境保全課長 32ページをお願いいた

します。 

 繰越計算書の報告でございます。 

 本事業は、国のきめ細やかな交付金を活用

しまして、保健環境科学研究所の分析機器の

更新整備事業費に充てるものでございます。

3,823万2,000円の繰り越しをいたしました

が、機器の導入、検査につきましては、５月

中に完了をされております。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○小宮自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の33ページをお願いいたします。 

 ふるさと熊本の樹木の説明板19基の補修整

備につきまして、２月議会で承認を得たもの

ではございますが、地権者の同意等に不測の

日数を要し、工期の確保が困難なために繰り

越したものでございます。現在、工事は既に

発注済みとなっております。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 説明が終わりましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、以上で環境生

活部に対する質疑を終了いたします。 

 次に、病院事業管理者から総括説明を行

い、続いて、担当課長から資料に従い説明を

お願いします。 

 初めに、横田病院事業管理者。 

 

○横田病院事業管理者 病院局でございま

す。 

 まず、平成23年度病院事業の概要につきま

して御説明申し上げます。 

 経営基盤の強化や経営責任の明確化による
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効率的な経営を目指し、県立こころの医療セ

ンターの運営形態を地方公営企業法の全部適

用に移行いたしまして、丸３年が経過いたし

ました。 

 その間、平成21年度から24年度を計画期間

とする中期経営計画を策定するとともに、そ

の年次実行計画であるアクションプランを着

実に推進することにより、県内精神科医療の

セーフティーネットの役割や先導的精神医療

の取り組みなど、県立病院としての使命や役

割を果たすべく努力を続けております。 

 また、中期経営計画には、安定的な医師確

保や一般会計からの繰入金に過度に頼らない

経営体質の構築についても目標として掲げて

おります。 

 特に、医師確保につきましては、安定的な

経営や県立病院としての役割を果たす上でも

さらに充実を図る必要があることから、今後

も、熊本大学を初め関係機関と連携した医師

確保に努めるとともに、中堅医師の確保、養

成にも努めてまいります。 

 また、経営基盤の強化のために、職員一人

一人の経営参画意識の向上を図るとともに、

医療サービスの質のさらなる向上を推進し、

収益の確保と経費の削減に取り組んでおりま

す。 

 以上が病院事業の概要であります。 

 次に、今回提案しております議案でござい

ますが、報告１議案のみでございます。 

 報告第８号の平成22年度熊本県病院事業会

計予算繰越計算書は、地方公営企業法の規定

にのっとり、繰り越して使用することとした

平成22年度建設改良費の繰越額についての報

告でございます。 

 なお、詳細につきましては、総務経営課長

から御説明をいたしますので、よろしく御審

議のほどをお願い申し上げます。 

 

○田原総務経営課長 病院局でございます。 

 お手元の主要事業及び新規事業資料の94ペ

ージをお願いいたします。 

 病院局の平成23年度当初予算につきまして

は、病院の管理運営に係る収益的収支と、施

設の整備や企業債の元金償還に係る資本的収

支を計上しております。 

 収益的収支におきましては、収入面では、

経営計画上の目標としております患者数をも

とに、医業収益を見込むとともに、７億4,10

0万円余の一般会計負担金も含めまして、16

億1,200万円余を計上しております。支出面

では、病院運営のための費用として16億100

万円余を計上しております。収益的収支の損

益としては、1,000万円余の黒字を確保した

いと考えております。 

 資本的収支の収入面につきましては、財政

再建戦略の取り組みの一環として、平成23年

度まで一般会計からの繰り入れを休止してい

ることから、ゼロ円となっております。支出

では、建設当時の企業債元金の償還や施設設

備の更新経費等で１億9,800万円余を計上し

ております。 

 不足する財源といたしましては、地方公営

企業会計の基準にのっとり、過去の収支で発

生しました内部留保資金を充当することとし

ております。 

 95ページをお願いいたします。 

 施設の概要等でございます。 

 昭和50年に県立富合病院として開設しまし

たが、平成９年、全面改築を行い、名称も県

立こころの医療センターに変更して、現在に

至っております。 

 病床数は200床でございますが、老人治療

病棟50床は、平成20年４月以降、医師不足や

高齢者に対する民間医療の充実などにより、

休止しております。 

 職員数は、本年４月１日現在で82名を配置

しております。 

 運営形態は、平成20年から地方公営企業法

の全部適用に移行し、これによりまして、専

任の事業管理者を配置しているところでござ
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います。 

 96ページをお願いいたします。 

 平成23年度の経営についてでございます

が、収益的収支におきまして、医業収益、こ

れは入院・外来収益でございますが、８億6,

000万円余、一般会計繰入金などの医業外収

益を７億5,000万円余、収入全体で16億1,000

万円余を計上いたしております。 

 一方、支出面では、給与費、材料費、経費

といった医業費用を14億9,000万円余、それ

から企業債償還金の利息分などの医業外費用

を１億円余、支出全体で16億円余を計上し、

収支の均衡を確保する予定としております。 

 また、平成21年度から平成24年度を計画期

間とする中期経営計画につきましては、年次

実行計画であるアクションプランを策定し、

随時見直しを行いながら、その推進を図って

いるところでございます。 

 医師確保対策につきましては、昨年度と同

様、常勤医師５名、非常勤医師７名という体

制を維持しておりますが、安定的な経営や県

立病院としての役割を果たす上では、さらな

る充実が必要と考えております。 

 今後も、熊本大学等と協議しながら、さら

なる常勤医師の確保を図るとともに、中堅医

師の確保、養成に努めてまいりたいと考えて

おります。 

 続きまして、付託議案の説明をさせていた

だきます。 

 常任委員会説明資料の34ページをお願いい

たします。 

 報告第８号の平成22年度熊本県病院事業会

計予算繰越計算書でございます。 

 これは、平成23年２月議会で予算化をいた

しました熊本県立こころの医療センター外壁

等改修及び医療機器整備事業の繰越額の報告

でございます。 

 予算化いたしました時点で工期が確保でき

ないということでございまして、その全額を

繰り越しで施工することとしておりましたと

ころでございます。 

 今回、地方公営企業法の規定にのっとり、

その繰越額を御報告させていただきます。 

 なお、施工につきましては、現在入札の準

備を進めているところでございまして、早期

の施工完了を目指してまいります。 

 以上が病院局の事業概要並びに報告議案で

ございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 それでは、質疑を受けた

いと思います。 

 質疑ありませんか。 

 

○藤川隆夫委員 病院局の方なんですけれど

も、50ベッド休止中、もう３年間たっていま

す。毎回この利用についてお尋ねをしている

んですけれども、いろいろ計画されていると

は思うんですけれども、ある程度の方向性が

もう既に出ているのか、それともこのまま50

閉鎖したままでいくのか、その付近含めてち

ょっと教えていただきたいと思います。 

 

○田原総務経営課長 せっかくの病棟でござ

いますので、何とか活用していきたいという

ふうには考えておりますが、なかなかうまい

方策がまだ見出せていない状況でございま

す。現在、また病院内で職員提案等も含めて

いろいろなアイデアを募っておりまして、何

とか有効的に活用してまいりたいというふう

には考えております。 

 

○藤川隆夫委員 この50ベッド、大変もった

いないと私も思っています。だから、逆に言

うと、認知症の専門棟であるとか、あるいは

精神科の特性を生かしたようなものを含めて

ちょっと検討し、速やかにこれを稼働させる

ということが、逆に言うと、この病院自体の

経営の黒字化に、さらなる黒字化に私はつな

がるというふうに考えておりますので、至急
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検討を進めていただきたいと思います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 なければ、病院局に対する質疑を終了いた

します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第18号及び第19号について、

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第18号及び議案第19号について、原案

のとおり可決することに御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第18号及び議案第19号は、原案

のとおり可決することに決定いたしました。 

 それでは次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が７件あっており

ます。 

 それでは、説明をお願いしたいと思いま

す。 

 水俣病保健課、田中課長から報告をお願い

いたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 常任委員会報告事項の13ページをお願いい

たします。 

 まず、最高裁判決以降の水俣病対策の主要

な部分について御説明をいたします。 

 平成16年10月、最高裁判決が出されまし

て、判決により、国及び県の被害拡大の責任

が確定し、また、行政とは異なる基準で損害

賠償が認められました。11月、県が判決を踏

まえまして、対策案を環境省へ提出いたして

おります。 

 17年４月、県の提案を踏まえまして、環境

省が今後の対策を発表いたしております。 

 ２つ飛びまして、18年５月、県議会水俣病

対策特別委員会委員長から、環境省に対しま

して、一時金等を含む救済策を講じることな

どを内容とする要請書が提出されておりま

す。 

 次のページをお願いいたします。 

 19年10月、自民党、公明党から新たな救済

策の基本的な考え方が示されました。 

 １つ飛びまして、21年３月に、自民党、公

明党から被害者救済のための特別措置法案が

衆議院に提出され、翌４月には、民主党も法

案を参議院に提出され、以後、与野党協議が

行われました。 

 １つ飛びまして、７月、水俣病被害者の救

済特別措置法が成立いたしております。 

 一方、裁判の方につきましては、10月に、

環境副大臣が今後原告の方々と協議を開始す

ると発言をされております。 

 １つ飛びまして、平成22年１月、熊本地裁

が和解を勧告いたしました。 

 次のページをお願いいたします。 

 ３月には、熊本地裁が支給内容などの所見

を示されました。この内容につきましては、

後ほど御説明をいたします。 

 １つ飛びまして、４月、特別措置法に基づ

く救済措置の方針が閣議決定をされました。

これも後ほど説明をさせていただきます。 

 １つ飛びまして、平成23年３月15日、ノー

モア・ミナマタ国賠訴訟についての和解議案

が、県議会で議決をいただきました。その

後、３月に、裁判を行っていない出水の会な

どとチッソとの間で、紛争終結の協定が締結

され、また、裁判の方につきましても、順次

和解が成立をいたしました。 

 次のページ、お願いいたします。 

 現在取り組んでおります特措法によります

救済についてでございますが、先月末現在で

申請者数は３万335人でございます。そのう

ち一時金を御希望の方が、下の表の小計のと
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ころでございますが、１万5,538人でござい

ます。 

 県の役割といたしましては、多くの方々の

早期救済が図られますよう、引き続き最大限

の努力を図ってまいります。 

 次のページをお願いいたします。 

 水俣病被害者の救済制度(特措法と和解)に

ついてでございますが、まず、一番左上の公

健法による申請者の四角のところをごらんい

ただきたいのですが、公健法によります認定

申請をなさっていた方のうち裁判原告であり

ます不知火患者会の方、1,733名の方でござ

いますが、この方々につきましては和解によ

る解決を受けられました。支給内容につきま

しては、右下の注のところをごらんいいただ

きすまと、一時金210万円、療養手当が１万

2,900円から１万7,000円、療養費が医療費の

自己負担分、これらの支給を症候に応じて受

けられることになりました。 

 恐縮でございますが、もう一度左上の和解

による解決のところにお戻りいただきたいの

ですが、公的な診断書と民間診断書の２つの

診断をもとに、第三者委員会で判定を行って

いただきました。 

 次に、認定申請をされていた方々のうち、

裁判をなされていない方、保健手帳をお持ち

であった方、これまで何もされてこなかった

その他の方々につきましては、真ん中の箱の

ところでございますが、特措法による救済を

受けられることになります。支給の内容、判

定資料、それから判定手続につきましては、

ほぼ和解による解決と同じでございます。 

 水俣病保健課、以上でございます。 

 

○高山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 18ページをお願いいたします。 

 ３認定業務の状況でございますけれども、

５月末現在、411名の方が認定申請されてお

りますが、この方々に対しましては、(2)に

ございますように、水俣市立総合医療センタ

ーなどの医療機関で検診を進めております。 

 検診が終了しますと、認定審査会に諮問を

いたしますが、19年に審査会を再開して以来

13回の審査会を開催しております。今後も引

き続き認定業務を進めてまいります。 

 また、下段の４にありますように、裁判の

状況でございます。 

 ノーモア・ミナマタ関係の訴訟では、この

３月、和解が成立いたしております。 

 その結果、現在、国家賠償等請求訴訟１件

と認定申請に係る３件の行政事件訴訟、計４

件が提起されているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○内田政策審議監 19ページ、５チッソ株式

会社の平成22年度決算の概要について御説明

いたします。 

 本年５月12日に、チッソの平成22年度決算

が発表されております。主力製品であります

液晶の販売は好調で、前期を上回る167億円

の経常利益が確保されております。なお、特

措法等による一時金の支払いが特別損失に計

上されたことから、法人税等の課税額がゼロ

というふうになっております。 

 平成23年の業績予想につきましては、チッ

ソの事業を引き継ぎましたＪＮＣ単体で165

億円の経常利益が予想されております。 

 次ページをお願いします。 

 続きまして、チッソの決算確定に伴う本年

度の金融支援措置の額が、関係省庁等で構成

されますチッソ金融支援連絡会議において確

認されておりますので、以後説明を申し上げ

たいというふうに思います。 

 ポイントのみ御説明いたします。 

 まず、下の方の見開きの下段の部分をごら

んいただきたいと思います。 

 21ページの参考２の図の、まず右側をごら

んいただきたいと思います。 

 今回のチッソの経常利益の配分図でござい
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ます。 

 連絡会議で申し上げましたルールに基づ

き、患者補償、租税公課、無利子化相当額、

内部留保を除きました本年度のチッソからの

公的債務の返済額、中ほどの黒い部分でござ

いますが、74.3億円というふうになります。 

 左の図は昨年度の図ですが、昨年度は、租

税公課が43.9億円ありましたけれども、今年

は、租税公課額がゼロとなったため、前年に

比べ公的債務返済額は大幅に増加しておりま

す。 

 上の20ページの参考１の図に戻っていただ

きたいと思います。 

 金融支援措置の仕組みを図にしたものでご

ざいますが、ただいま申し上げました返済額

74.3億円が、図の中ほどの一番上の矢印の

⑥、可能な範囲で返済に当たります。 

 一方、本年度のヘドロ立替債と患者県債の

償還額が、左側の二重線で囲みました部分の

(ア)76.2億円でございます。約定償還と書い

てあるところの下の部分でございますが、こ

の差額1.9億円に対しまして、抜本支援策に

より、８割を国庫補助、２割を特別県債で充

てるというふうにされております。その額が

⑦の８割の部分1.5億円と、⑧あるいは⑩と

いうふうになりますが、0.4億円というふう

になります。 

 なお、この特別県債につきましては、元利

償還は100％交付税措置をされております。

 次ページをお願いいたしたいと思います。 

 参考３でございますが、この資料は、特別

措置法に基づくチッソの事業再編の流れを図

にしたものでございます。 

 右側に、これまでの状況を記載しておりま

す。平成22年12月15日に、環境大臣がチッソ

の事業再編計画を認可しております。その

後、23年１月12日に、チッソが事業会社のＪ

ＮＣを設立いたしまして、裁判所の事業譲渡

許可を得て、４月１日からＪＮＣによる事業

を開始しております。 

 下段の事業会社の株式譲渡につきまして

は、特措法上も救済の終了及び市況の好転ま

では暫時凍結するというふうにされており、

将来的な課題であるというふうに認識してお

ります。 

 以上でございます。 

 

○田代環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 23ページでございます。 

 地下水保全に係ります２点、報告を申し上

げます。 

 まず、地下水保全条例の改正についてでご

ざいます。 

 昭和53年に地下水採取を届け出制にする条

例を制定して以来、地下水の量と質、両面か

ら保全を図っております。 

 現状は、熊本地域で長期的な地下水低下傾

向を示しております。また、水質につきまし

ても、県下各地で硝酸性窒素汚染、特に、乳

児の酸素欠乏症につながるものでございます

けれども、この問題が顕在化しております。 

 そうしたことを踏まえ、昨年度、10年ぶり

の条例改正につきまして検討委員会を設けま

して、基礎的な検討を行いました。現在、環

境審議会の水保全部会において、具体的な検

討を行いますとともに、大口の地下水採取者

等に採取の減量や規制強化について意見を聞

いている途中でございます。 

 条例改正の主なポイントは、(3)に整理し

ておりますように、地下水は公共水であるこ

との位置づけ、熊本地域を想定した重点地域

の設定、その重点地域での大口採取の許可制

と涵養対策、節水対策の義務づけ、全県下で

の特に大規模な採取の許可制、それから硝酸

性窒素対策の条例の規定化、そのほか、罰則

の強化等を検討しております。 

 前例がない内容でございます。しっかりと

問題点を詰め、本年度中に県議会に提案した

いと考えております。途中途中で先生方にも
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御意見をいただきたいと考えておりますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 次の２点目でございます。次のページでご

ざいます。 

 公益財団法人くまもと地下水財団の設立に

ついてでございます。 

 熊本地域11市町村と地下水採取者団体等と

来年４月の実働に向けて準備中でございま

す。 

 図にイメージを示しておりますけれども、

県や市町村の行政としての施策と協働する形

で、下の方でございますけれども、地下水採

取者や県民の皆様からの協力金、寄附金、そ

れから行政からの基礎的な負担金によりまし

て、地下水保全の協働事業を実施するという

ものでございます。 

 この組織には、上の方でございますけれど

も、評議員会、あるいは理事会といいました

法定必置の機関とは別に、本財団独自にくま

もと地下水会議といたしまして、知事や市町

村長、主要企業、学者等で組織する合意形成

会議を設けたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○清田環境保全課長 次の25ページをごらん

ください。 

 ダイオキシン類対策特別措置法に基づきま

す平成22年度に実施しましたダイオキシン関

係の調査結果でございます。 

 まず、１の環境調査でございます。 

 調査は、菊池・阿蘇・上益城地域を調査い

たしております。 

 (1)の大気環境調査、(2)の地下水質調査、

(3)の公共用水域水質・底質調査並びに(4)の

土壌調査まで、環境調査測定を行っておりま

す。 

 その結果につきましては、すべて環境基準

値以下でございました。結果につきまして

は、26ページから27ページの表１から表５ま

で示しておりますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 ちなみに、今年度は、八代・人吉・水俣地

域の予定でございます。 

 県内を４つのエリアに分けて測定基本調査

を行っております。 

 次に、また25ページにお戻りいただきたい

と思いますが、水俣地区の環境監視調査を行

っております。これは、水俣市の百間排水路

等におきまして汚染土砂が存在すると確認さ

れましたことから、水域の水質、魚類につい

て調査をしているものでございます。 

 水質、魚類につきまして、調査の結果でご

ざいますが、環境基準値以下、あるいは全国

調査結果同程度となっております。結果につ

きましては、27ページの表６、表７に示して

ございますので、ごらんいただきたいという

ふうに思います。 

 なお、この汚染土砂のしゅんせつ工事につ

きましては、昨年９月に処理が完了しており

ます。 

 続きまして、26ページをお願いいたしま

す。 

 ２の行政検査結果及び３の法定自己検査結

果については、工場とかの発生源におきます

行政検査と事業者みずからが実施します自己

検査の結果でございます。 

 まず、２の行政検査結果でございますが、

法に基づきます基準適合状況を把握するため

に、特定工場からの排出ガスや排出水につい

て調査を実施しております。延べ14施設を調

査いたしましたが、２施設で基準超過をして

おりましたために、適正処理を指導しており

ます。超過しました２施設につきましては、

設置者が改善完了後の測定を行い、基準が下

回っていることをこちらで確認しておりま

す。 

 なお、ばいじん、燃え殻につきましては、

２施設で埋立処理基準を超過していたため、

適正処理を指導いたしております。 

 結果につきましては、28ページの表８、最
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後のところに掲載しております。ここにも書

いておりますように、不適合施設２と、埋立

処理基準超過が、ばいじんが２、燃え殻が１

という結果でございます。 

 それから、法定自己検査結果でございます

が、法に基づきまして、排出ガス等の自己検

査、これは１年に１回以上の自己検査の実施

が特定施設の設置者等に義務づけられており

ます。したがいまして、その実施状況につい

て調査を行っております。 

 平成22年度末現在の自己検査実施義務対象

施設は161施設ですけれども、検査を実施し

たものは123施設であり、１施設を除きまし

て、すべて排出基準以下でございます。排出

基準超過の１施設は、上記の行政検査でも排

出基準を超過していたために、改善命令を行

い、排ガス中のダイオキシン類は基準を下回

るように改善対策が完了しております。 

 なお、法定自己検査が未実施であります施

設は38施設ありますけれども、そのうちの35

施設は、平成22年度を通しまして、すべて休

止中でございまして、調査対象外になってお

ります。残りの３施設では、早急に自己検査

を実施しており、現在その結果待ちの状況で

ございます。 

 以上です。 

 

○清田環境保全課長 29ページをお願いいた

します。大変失礼しました。 

 昨年度実施いたしました水俣湾の環境調査

及び埋立地の点検・調査結果を報告するもの

でございます。 

 まず、水俣湾の水質及び魚介類等の水銀調

査結果でございますけれども、②のとおり、

年間を通じまして、５項目について調査して

おります。 

 ③調査結果でございますけれども、水質及

び地下水ともに水銀は検出されませんでし

た。また、底質の総水銀につきましても、３

地点とも表の右の欄の暫定除去基準値を下回

っております。 

 次の30ページをごらんください。 

 魚類につきましても、２魚種ともに魚介類

の水銀の暫定的規制値以下でございました。

 なお、動物プランクトンの総水銀値につき

ましては、大きな変動はございませんでした

が、念のため、２回測定を行っております。 

 ④本年度も、引き続き同様の調査を実施し

ていきたいというふうに思っております。 

 次の31ページは、調査地点図でございま

す。 

 次の32ページは、水俣湾埋立地の点検・調

査結果でございます。 

 これは、港湾課、都市計画課が担当しまし

て、水俣港埋立地管理補修マニュアルに基づ

きまして、昨年度は、１月下旬から３月中旬

にかけて実施されております。 

 調査内容と結果でございますが、次の33ペ

ージのカラーの航空写真をごらんいただきな

がら御説明をいたします。 

 まず、白い丸印で示しております埋立護岸

の前面６地点の海水調査では、水銀は検出さ

れておりません。次に、埋立地地盤調査です

けれども、写真の赤色及び黄色の網かけの埋

立地部分です。地盤の標高を測量しておりま

すけれども、地盤の異常な沈下、陥没等は見

られませんでした。 

 次に、構造物の変状調査ですけれども、青

い線で示しました、ちょっとわかりにくいん

ですが、青い線で示しました護岸、岸壁及び

３つの排水路を対象に調査を行いましたけれ

ども、結果については、鋼材の電気防食は良

好な状態を維持しておりまして、構造物の有

害な変状は確認されませんでした。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○中島公共関与推進課長 34ページをお願い

いたします。公共関与推進課でございます。

 公共関与による産業廃棄物管理型最終処分
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場は、県民の生活環境の保全や経済活動の維

持、促進を図るため、必要不可欠なインフラ

として整備に向けて取り組んでおります。 

 ２のこれまでの取組状況でございますが、

平成17年度末に南関町を建設地として決定し

た以降、さまざまな取り組みを行ってまいり

ましたが、平成21年度は、環境アセスメント

手続の現地調査に着手をいたし、平成22年度

は、処分場を屋根と外壁で囲い、処分場の処

理水を河川に放流しないクローズド無放流型

の施設構造を決定し、改めて地元説明を行っ

てきております。 

 ３の最近の取組状況でございますが、事業

の推進には、やはり何よりも地元の御理解が

第一であるということから、これまでも地元

説明を鋭意重ねてきておりますが、２月から

３月にかけて、南関町で延べ10日間のお問い

合わせ窓口を開設し、住民の方から生の御意

見をちょうだいいたしております。 

 次のページです。 

 ３月には、南関町全世帯及び和水町の関係

地区の世帯にパンフレットを配布し、知事の

思いや県の考え方をお伝えいたしました。さ

らに、本年度に入りまして、南関町のまちづ

くり懇談会に14日間参加をし、町全体への周

知を図り、以後、南関町区長会、南関町議

会、和水町議会等において、事業の進捗状況

等を説明してまいってきております。 

 次に、環境アセスメント手続につきまして

は、施設ができた場合に周辺環境にどのよう

な影響を与えるのかを科学的に予測し、その

予測結果が各種基準の範囲内なのかなどを評

価する手続ですが、現況調査を終了し、調査

結果を踏まえて、影響を予測及び評価した結

果、ほとんど問題がないことを関係者に説明

しているところです。 

 今後、環境影響評価条例に基づきまして、

調査、予測、評価結果をまとめました準備書

の公告・縦覧を行い、その後、改めて住民説

明会等を実施するなど、必要な手続を進めて

まいります。 

 ４の今後の取組みでございますが、３月に

南関町長及び町議会の受け入れ表明をいただ

きましたので、環境アセスメントの結果等を

踏まえまして、安全対策、処分場の運営管理

や廃棄物の種類等、細かな約束事を定めた本

協定となる環境保全協定の年度内締結を目指

しておりますが、まず、その前段階といたし

まして、関係者の役割や姿勢など、基本的な

事項を記した基本協定の締結を進めてまいり

たいと考えております。 

 さらには、基本協定の締結ができましたな

ら、用地交渉や設計の準備にも着手できるも

のと考えております。 

 必要な事務手続は進めてまいりますが、地

元の一部には強い反対意見の方もいらっしゃ

いますので、できるだけ多くの方の御理解を

得られるよう、引き続き丁寧に説明責任を果

たしてまいります。 

 36ページは、建設予定地周辺の航空写真を

添付しております。予定地は、高速道路の菊

水インター近くの山砂採掘跡地であり、写真

の中央に２つの青い池が写っておりますが、

この右側の池の部分が廃棄物の埋立予定地で

ございます。約30メートルほどのくぼ地とな

っております。 

 次の37ページは、処分場のイメージ図を添

付しております。 

 地元では、地下水への影響、河川水への影

響という御心配が強くあられましたので、処

分場を屋根と壁で囲い、雨水を浸入させず、

また、処分場内の処理水は、循環利用して河

川に放流しないというクローズド無放流型と

いう施設構造を採用し、安全性と安心感を高

めております。 

 説明は以上です。 

 

○松山くらしの安全推進課長 38ページをお

願いいたします。 

 当課から２点、御報告をさせていただきま
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す。 

 まず、第９次熊本県交通安全計画の作成に

ついてでございます。 

 今般、交通安全対策基本法の規定に基づ

き、本年度から平成27年度までの５カ年間に

おける本県の交通安全の目標及び施策の方向

性等を示します交通安全計画を作成したとこ

ろでございます。 

 昨年度までの第８次計画におきましては、

交通死亡事故の大幅減少等の成果をおさめる

ことができましたが、一方では、課題も残さ

れているところでございます。 

 このような現状を踏まえまして、２の(2)

に記載しておりますように、本計画では、年

間の交通事故死者数を今後５年間で56人以下

にすることなどを目標に掲げるとともに、高

齢者の交通安全の確保、自転車の安全利用、

あるいは飲酒運転の根絶など、４項目を対策

の重点として取り組んでいくこととしており

ます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 熊本県犯罪被害者等支援に関する取組指針

（第２次）の策定についてでございます。 

 犯罪被害者等基本法及び国の犯罪被害者等

基本計画等を踏まえまして、本県におきまし

ても、県民が犯罪被害を受けた場合に必要な

支援が受けられ、また、犯罪被害に対する県

民の理解を深めるための施策等を取りまとめ

ました取り組み指針を、平成20年３月に策定

したところでございます。 

 これまで全市町村に相談窓口を設置してい

ただきますとともに、犯罪被害者週間を中心

とした県民への広報啓発、あるいは県、市町

村担当職員の研修等に努めてまいりました

が、取り組み期間の終了に伴い、このたび、

第２次取組指針として改定したものでござい

ます。 

 42ページをお願いいたします。 

 今回の改定では、基本方針、重点課題等の

骨格は変わっておりませんが、中学生や高校

生を対象とした命の大切さを学ぶ講演会の開

催など、新たな施策を追加し、県民の理解の

促進とこの支援施策の充実に努めていくこと

としております。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 以上で報告が終了いたし

ましたので、報告について質疑を受けたいと

思います。 

 何かございませんか。――いいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、報告について

の質疑を終了いたします。 

 その他で、先ほど質問がありました、平野

委員からあった荒瀬ダムと八代海の関係。 

 

○清田環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 荒瀬ダム関係での水質関係のお尋ねだとい

うふうに思います。 

 一応現在22年４月からダムのゲートが開か

れているということは御承知だと思いますけ

れども、その辺を含めて説明したいというふ

うに思っております。 

 平成22年４月からゲートが開放されまし

て、企業局が定期的な水質検査を行っており

ます。企業局の方によれば、荒瀬ダム地点の

河川の環境基準であるＡＡ類型なんですけれ

ども、その環境基準を満足しておりまして、

良好な水質を保っているというふうに聞いて

おります。 

 また、荒瀬ダムゲート開放前と比較して、

それまで滞水区間、とどまった区間が流水区

間になったと。瀬、ふちがあらわれたり、減

水区間が流水区間になって河川らしい姿にな

ってきているという報告がなされておりま

す。 

 なお、これまでの調査結果と今後のモニタ

リング経過について評価検証を行うため、企

業局が荒瀬ダム撤去フォローアップ専門委員
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会というのを設置されておられまして、５月

24日にも第１回委員会が開催されまして、ゲ

ート開放後、pH、ＢＯＤが比較的安定して推

移しており、水質が改善しているとの意見が

出たということで担当から聞いております。

 企業局では、平成22年度は、球磨川全体で

水質が良好だったので、一概に評価はできな

いので、今後さらにデータの積み重ねが必要

という御報告があっております。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員長 いいですか。 

 

○平野みどり委員 水質等の良好な状況の中

で、八代海ですね、漁獲等に関しては農林水

産部の方に聞きますので。 

 今、ちょっと確認ですが、今の企業局の水

質検査というのは、あくまでも球磨川ですよ

ね、球磨川以降の――八代海ということじゃ

ないんですよね。 

 

○清田環境保全課長 球磨川です。 

 

○平野みどり委員 わかりました。 

 

○溝口幸治委員長 次は、早田委員のアスベ

スト。 

 

○清田環境保全課長 引き続きまして、環境

保全課でございます。よろしくお願いしま

す。 

 早田先生お尋ねの件なんですけれども、実

はうちも医療チームで、向こうに派遣された

職員が担当班長ということでございますの

で、非常にこれには関心持っているわけです

けれども、環境省からも同じような通知が参

っておりまして、やはり解体時におけるマス

クの着用だとか、そういった適正な着用の仕

方とか、そういうのを周知してほしいという

通知が参りましたので、一応県の震災支援総

合窓口の方にも通知を出しまして、それと加

えまして、ボランティア関係の受け皿であり

ます社会福祉協議会についても通知を出し

て、こういったマスクの持参、正しい着用の

方法について周知したところでございます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 本当に、現場に行くと悲惨

な状況でございまして、熊本県の場合も、も

しああいったことが起こった場合に、ぜひ、

今度防災計画の見直しがされていくと思いま

すけれども、石綿の飛散防止対策を盛り込ん

でいただけるように、ぜひ働きかけをお願い

したいと思いますので、よろしくお願いしま

す。 

 

○溝口幸治委員長 ほかに。 

 

○藤川隆夫委員 黄砂の件で、結構最近ふえ

てきているかと思います。昨年１年間にどの

程度あったかという話と、実はこの黄砂によ

って健康被害、ぜんそくが起こったりだと

か、あるいは咽頭炎等を含めて起こっており

ます。そういうこと含めて、できれば、この

黄砂に関して、起こりそうなときに、光化学

スモッグと同じような情報が出せないのかど

うかと、また、その黄砂の中の内容物に関し

て検査して、ある程度そういう有害なものが

あるのかどうかというのがわかっていれば教

えていただきたいと思います。 

 

○清田環境保全課長 私も、４月から環境保

全課に参りまして、非常に天気関係は毎日気

になっております。先生おっしゃるとおり、

ことしも結構黄砂が参っております。黄砂と

いうのは、大体浮遊粒子状物質、なかなか難

しいんですけれども、ＳＰＭというのが来ま

して、黄砂の中にそういった10マイクロメー

トル、何かちょっと難しい言葉なんですけれ

ども、粒子状物質が入っているということに
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つきましては、今のところうちの方でちゃん

と捕捉ができています。 

 ただ、先生も御承知のように、肺に沈着し

てぜんそくとか気管支炎を起こすような、も

っと小さいやつ、ＰＭ2.5と言われているも

のなんで、それが2.5マイクロメートルと言

われているものですけれども、そういうやつ

も、先生御心配のように、掌握すべきじゃな

いかということで、昨年度、益城町の測定局

に１局設置しております。 

 今後、平成23年度、今年度大体８局設置す

る予定です。予算ついておりますので。それ

から、その次の年度についても、またふやし

ていきたいというふうに考えております。 

 これにつきまして、先生がおっしゃるとお

り、そういった組成とか、そういうところを

ここできちっと私が説明できればいいんです

けれども、まだそういったものについては、

また改めて御報告に参りたいと思いますけれ

ども、こういったものについて何ができるか

というのは、県単独で判断できるものでもあ

りませんので、国への要望も含めて対応して

まいりたいと思っております。済みません、

回数とかは報告できません。 

 

○藤川隆夫委員 いいです。大丈夫です、そ

れは。 

 新たに検査する場所を８カ所ふやして検査

されていくということなわけでして、あらか

じめ、ここで出たデータを使いながら、やは

り県民に周知していってもらうという方法を

とっていただければと思います。 

 もう一点、実は貧困ビジネスという話が最

近新聞等に出てきているかというふうに思い

ます。生活保護者を対象にして、悪徳――暴

力団関係だろうと思うんですけれども、その

付近の方が、それを搾取するような形の事案

が都市部で多く見られておるかと思います。

 当然この熊本でも生活保護世帯、だんだん

ふえてきているようなこともありまして、そ

ういうふうな事例が実際今まであったのかど

うか、恐らくこれは水面下で進んでいるとい

うことが多いだろうと思いますけれども、そ

の情報があれば……。 

 

○杉山消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 貧困ビジネスにつきましては、特に、今先

生がおっしゃったように、生活保護関連とい

いますか、例えば、生活保護者を簡易宿泊所

に住まわせて、それで生活保護費を搾取する

というか、そういうケース等に当たるかと思

いますが、参考までに、昨年１年間の私ども

消費生活センターにございますＰＩＯ－ＮＥ

Ｔという消費者情報の端末ございます。それ

で、生活保護と打ち込みまして、ヒットした

のが70件ございました。それ、くまなく見た

ところ、今先生おっしゃったようなケースは

ございませんでした。参考までに。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 これから当然起こってくる可能性高いかと

思いますので、厳重に監視していっていただ

ければと思います。 

 

○杉山消費生活課長 わかりました。 

 

○溝口幸治委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。その他の質疑も終了いたしま

す。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、要望書等が２件提出されておりま

すので、参考としてお手元に配付をしており

ます。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

 お疲れさまでした。 
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  午後０時14分閉会 
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